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論文要旨 
近年の少子高齢化の進展や経済の低成長により，鉄道利用者の減少による鉄道
事業における運輸収入の減少が予想されるため，鉄道事業者は継続可能な鉄道事
業運営への転換が求められている．特にJR各社は，大都市圏輸送，地方都市圏お
よび都市間輸送，地方ローカル圏輸送と広範囲にわたる鉄道運営のために多種多
様な数多くの鉄道設備を保有しており，設備の維持管理のためこれら設備のライ
フサイクルコスト低減が求められている．また鉄道設備の中でも鉄道信号設備は
耐用年数が20〜30年と長く，安全性と信頼性の両立が不可欠な設備のため「保全
コスト」がライフサイクルコストの多くの割合を占めている． 
 
本論文では，保全コストの最適化が鉄道信号設備のライフサイクルコスト低減
に有効であると考え，保全コストを構成する要素のうち「設備の機能維持に毎年
一定額を必要とする点検コストに関係する設備保全項目」および「設備故障が旅
客に与える経済的損失コストを考慮した設備保全」の最適化について述べる．更
に，今後の研究の進展として「設備故障が旅客以外に与える経済的損失コスト」
について考察する．そして最後に保全コストの最適化を考慮した設備保全が，鉄
道信号設備のライフサイクルコスト低減に与える効果を評価する． 
 
産業機器の保全手法は，事後保全から予防保全へと変遷してきた．更に，予防
保全は，TBM（時間基準保全）からCBM（状態基準保全）へと変遷している．現行
の鉄道信号設備の保全手法はTBMであり，周期的な設備保全を基本とする本手法
は，設備の信頼性向上に一定の成果をあげてきた．しかしながら，TBMは個々の
設備の使用環境を考慮しない均一的な保全手法であるため，設備保全項目が網羅
的であり，かつ設備の良否判定に用いる基準値や更新期間に大幅な余裕をもたせ
ており，過剰な設備保全を行う傾向にある．一方近年，保全コストの低減と最適
化を目的としたRCM（信頼性重視保全）や RBM（リスクベース保全）が提案され
ている．そこで本論文では，鉄道信号の設備保全に新たにRCMやRBMの概念を適用
した設備保全の最適化について考察する． 
まず，設備の機器構成や各機器がもつ機能の再評価に基づき再検討（最適化）
した設備保全項目が，鉄道信号設備の保全コスト低減に効果があることを示す．
そして，再検討した設備保全項目の安全性・信頼性の妥当性評価を行う． 
次に，設備故障の対策としてよりよい設備とするために実施する設備改善（以
下，「設備改修」という）に対する設備故障の低減効果がライフサイクルコスト
に反映されていない課題に対し，設備故障が旅客に与える経済的損失コストの数
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理モデルを提案する．数理モデルの提案により，損失コストの大きさに応じた設
備故障の原因分析や対策検討，また事前にシミュレーションを行うことにより設
備改修の効果，実施順位，および実施範囲の判定が可能となることを述べる．そ
して，設備故障が旅客に与える経済的損失コストを考慮した設備保全が，鉄道信
号設備のライフサイクルコスト低減に効果があることを示す．更に今後の研究の
進展として，設備故障が旅客以外に与える経済的損失コストの数理モデルを提案
し，設備故障が旅客に与える経済的損失コストとの比較，および今後の研究課題
について述べる． 
最後に，鉄道信号設備のライフサイクルコスト低減に対して，保全コストの最
適化を考慮することの有用性を評価する． 
 
本研究の貢献は，以下の点を明らかにしたことである． 
①  鉄道信号設備は技術の進歩に伴い日々進化しており，鉄道事業者は設備保全
項目の最適化に向けた継続した取組みが必要なこと． 
②  設備故障が旅客や旅客以外に与える経済的損失コストの数理モデル化により，
経済的損失コストの大きさに応じた設備故障の原因分析や対策検討，更に事
前にシミュレーションを行うことにより，設備改修の効果，実施順位，およ
び実施範囲の判定が可能となること． 
③  これらの組合せにより費用対効果の優れた設備保全を可能とし，鉄道信号設
備のライフサイクルコスト低減に効果があること 
以上である． 
 
<本論文の構成> 
 
第1章:本論文の目的と構成を述べる. 
第2章:産業機器の保全手法の変遷と現行の鉄道信号設備の保全手法，およびライ 
   フサイクルコストの考え方を整理し本研究の目的を述べる． 
第3章:研究対象とする軌道回路と踏切保安装置の基本的事項について述べる． 
第4章:設備の安全性・信頼性を考慮した設備保全項目の最適化について述べる．
第5章:設備故障が旅客に与える経済的損失コストの数理モデルを提案し，その数 
理モデル化の効果について述べる． 
第6章:今後の研究課題について述べる． 
第7章:本論文のまとめを述べる． 
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第１章 序論 
 
鉄道信号設備は安全性と信頼性の両立が不可欠な設備である．鉄道事業者は，鉄道
信号設備の安定稼働のため設備保全に毎年多くの経済的資源や人的資源の保全資源を
費やしている．しかしながら，鉄道事業における将来的な鉄道利用者の減少による運
輸収入の減少が予想されるため，事業エリアが広範囲におよぶ JR 各社は，継続可能
な鉄道事業運営に向けた転換が求められており，鉄道信号設備についてもライフサイ
クルコストの低減が課題となっている． 
 
本論文では新たな鉄道信号設備におけるライフサイクルコストの考え方や，産業機
器を含めた設備保全の変遷について述べる．本研究の基本的な考え方は，保全コスト
の最適化が鉄道信号設備のライフサイクルコスト低減に有効であるということである．
この基本的な考え方に基づいて，まず，設備保全項目の再検討（最適化）について述
べる[1][2]．次に設備故障が旅客に与える経済的損失コストを考慮した設備保全手法を
提案し，この設備保全手法が費用対効果の優れた設備保全として効果があることを述
べる[3-7]．更に今後の研究の進展として，設備故障が旅客以外に与える経済的損失コ
ストモデルについて考察する[8]．最後に，設備保全項目の最適化や，設備故障が旅客
および旅客以外に与える経済的損失コストを鉄道信号設備のライフサイクルコスト低
減に考慮することの有用性を評価する． 
 
 まず，鉄道事業の現状に関して述べる．JR 西日本の在来線の営業範囲は 2 府 15 県
で 4194.5km と広範囲にわたり，その約 2 割が大都市圏，約 4 割が地方都市圏および
都市間線，そして約 4 割がいわゆる地方ローカル圏である．鉄道利用者の減少により
大都市圏における収入も厳しく，図 1-1 に示す最近 20 年間の JR 西日本の在来線の運
輸収入は年々減少しており，2015 年度の運輸収入（4,063 億円）はピーク時の 1995 年
度（4,912 億円）と比較し約 17%減少している[9]．また，鉄道は膨大なインフラ設備
を持つ装置産業であり，設備が広範囲にわたり設置されている点や設備の種類が多い 
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点など，会社全体の設備維持に要する保全コストが営業費用に占める割合は高い．今
後，さらに運輸収入が減少することが予想されるため，設備維持に関わる保全コスト
の低減は重要な課題である．そして，この鉄道設備の中でも，鉄道信号設備は不安全
側故障が決して許されず（安全性の確保），更に安全側故障として列車を頻繁に停止さ
せることも許されない（信頼性の確保）安全性と信頼性の両立が求められる重要設備
である．設備の点検周期は告示[10]でも義務付けられているが，鉄道事業者は，これ
をうわまわる周期で設備保全を行うことで，鉄道信号設備の安全性と信頼性を確保し
ている． 
 次に，産業機器の保全手法の変遷と鉄道信号の設備保全に関して述べる．産業機器
の保全手法は産業の発展とともに事後保全から予防保全へと変遷し，予防保全も「時
間基準保全（TBM）」から「状態基準保全（CBM）」へと変遷している[11]．近年，保
全コストや設備のライフサイクルコストの低減を目的とした「信頼性重視保全（RCM）」
や「リスクベース保全（RBM）」が提案されている[12-14]．一方，現行の鉄道信号の
設備保全手法は，周期的な設備点検や部品交換を行う予防保全手法（TBM）による．
TBM は均一的な設備保全により，設備の信頼性向上や耐用年数の延伸などに一定の成
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果をあげてきた．しかしながら，設備の個々の状態，設置環境，および使用状況を考
慮しないことから，設備の良否判断に用いる基準値や部品の取替周期に大幅な余裕を
もたせており，過剰な設備保全を行う傾向にある． 
 
そこで本論文では，設備を使用する限り毎年一定額を必要とする点検コストに関し
て軌道回路を事例とし，予防保全として本当に必要な設備保全項目の再検討，すなわ
ち網羅的であった設備保全項目の最適化について検討する[1][2]．これは，設備保全項
目の最適化と作業効率の向上による点検コストの低減を目的としている．点検コスト
は鉄道線区に関係なく毎年一定額を必ず必要とすることから，点検コストの低減が鉄
道信号設備のライフサイクルコスト全体の低減に効果があることを示す．しかしなが
ら，再検討（最適化）した設備保全項目が，鉄道信号設備の安全性・信頼性を損なう
ことは許されない．そこで本論文では，システムや設備の安全性・信頼性の評価手法
として実績のある「故障モード影響解析（FMEA）」と「故障の木解析（FTA）」を用
い，再検討した設備保全項目の安全性・信頼性の妥当性を評価した結果を示す[1][2]． 
 
これまでの研究では，設備故障の対策としてよりよい設備とするために実施す
る設備改善（以下，「設備改修」という）に対する設備故障の低減効果が，ライフ
サイクルコストに与える影響について評価されてこなかった．そこで本論文では，ま
ず先行研究[15]で提案されている「輸送障害に遭遇した旅客の経済的損失コストモデ
ル」に基づき，このモデルがもつ課題に対する改善策を示すとともに，軌道回路を事
例とした新たな経済的損失コストの数理モデルを提案する[3-7]．そして，設備改修に
よる設備故障の低減効果の検証に新たに提案した数理モデルを適用し，設備改修に関
する効果をシミュレーション可能とすることを示す．更に，事前にシミュレーション
を行うことにより費用対効果の優れた設備改修計画が可能となり，鉄道信号設備のラ
イフサイクルコスト低減に効果があることを示す[3][4]． 
 
最後に今後の研究の進展として，設備故障が旅客以外に与える経済的損失コストの
数理モデルの提案と，今後の研究課題について考察する[8]．鉄道を取巻く環境をみる
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と，鉄道信号設備の設備故障が旅客に与える経済的損失コストに加え，設備故障が旅
客以外に与える経済的損失コストを考慮することが必要である．そこでまず，設備故
障が旅客以外の道路交通に影響を与える，踏切保安装置を事例とした経済的損失コス
トの数理モデルを提案する[8]．次に，設備故障が旅客に与える経済的損失コストと旅
客以外に与える経済的損失コストの比較検討を行い，今後取組むべき課題を考察する
[8]．今後は，残された課題の解決や提案した数理モデルの組合せによる費用対効果の
優れた設備保全手法を検討し，鉄道信号設備のさらなるライフサイクルコスト低減に
向けた研究を継続する予定である． 
 
本研究の貢献は，以下の点を明らかにしたことである．  
① 鉄道信号設備は技術の進歩に伴い日々進化しており，鉄道事業者は設備保全項目
の最適化に向けた継続した取組みが必要なこと．  
② 設備故障が旅客や旅客以外に与える経済的損失コストの数理モデル化により，経
済的損失コストの大きさに応じた設備故障の原因分析や対策検討，更に事前にシ
ミュレーションを行うことにより，設備改修の効果，実施順位，および実施範囲
の判定が可能となること． 
③ これらの組合せにより費用対効果の優れた設備保全を可能とし，鉄道信号設備  
のライフサイクルコスト低減に効果があること．  
以上である． 
 
本論文の構成 
第 2章では，研究の背景となる，鉄道信号設備のライフサイクルコストの考え方や，
産業機器の保全手法の変遷を整理し，鉄道信号の設備保全の現状や本研究の目的を述
べる． 
第 3 章では，本論文の準備として，研究対象とする軌道回路と踏切保安装置の機器
構成や部品各部の機能，および安全性や信頼性などの基本的事項について述べる[1][8]． 
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第 4 章では，設備の安全性・信頼性を考慮した設備保全項目の再検討を通じ，鉄道
信号設備の設備保全の最適化について述べる[1][2][16][17]． 
第 5 章では，設備故障が旅客に与える経済的損失コストの数理モデルを提案し，提
案したモデルによる事前シミュレーションにより，設備改修の効果検証，実施順位や
実施範囲の判定が可能となることを述べる[3-7]． 
第 6 章では，今後の研究の進展に向け，設備故障が旅客以外に与える経済的損失コ
ストの数理モデルの提案と課題を考察する[8]． 
第 7 章では，本論文のまとめと今後の研究課題について述べる． 
 
巻末に，研究業績（学術論文，国際会議論文，シンポジウム発表論文），本研究に
関連する文献サーベイリスト，参考文献一覧を添付する． 
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第２章 研究の背景と目的 
 
本章では，公共交通としての鉄道の歴史，装置産業としての鉄道の特徴，および鉄
道信号設備のライフサイクルコストの基本的事項について述べる．そして，「産業機器
の設備保全手法の変遷」と「現行の鉄道信号設備の設備保全手法に関する基本的事項」
について述べ，鉄道信号設備のライフサイクルコスト低減に設備保全コストの低減が
有効であることを示し，あわせて本研究の目的について述べる．  
 
2.1 公共鉄道の歴史と技術の発展 
公共鉄道の歴史と現在の鉄道を取巻く環境について述べる．公共鉄道の歴史[18]は，
1825 年にイギリスのストックトン・ダーリントン間（約 19km）の世界初の商用鉄道
に始まる．我が国においては，1872 年（明治 5 年）に新橋・横浜間（約 29km）の官
営鉄道の開業に始まり，国土の発展と産業の近代化による鉄道輸送の需要の高まりと
ともに発展を遂げてきた．しかしながら，戦後のモータリゼーションや航空機との競
争による社会構造の変化により，公共交通における鉄道のシェアは年々減少してきた． 
近年，国際的には鉄道輸送の安全性，高速大量輸送，地球環境に与える影響などの
鉄道の優位性が改めて見直されてきている．一方，我が国の鉄道に目を向けると，大
都市圏では鉄道の定時運転，高速大量輸送，更に高密度運転の強みをいかし公共交通
において一定のシェアを保っている．しかし，地方ローカル圏では，自家用車の普及
による鉄道利用者の減少に加え少子高齢化により鉄道利用者がさらに減少し，地方ロ
ーカル圏における鉄道事業運営が難しくなっている． 
図 2-1 は，JR 西日本の主要な営業エリアである近畿圏の沿線人口の推移を示すデー
タ[19]である．平成 27 年度にピークをむかえた人口は減少に転じ，平成 27 年から 20
年後の平成 47 年には，沿線人口の約 15%の減少が想定されている． 
従って，継続可能な鉄道事業運営を維持するためには，大都市圏輸送，地方都市圏
及び都市間輸送，地方ローカル圏輸送の鉄道各線が果たす役割に応じた鉄道事業運営，
すなわち全国均一ではなく鉄道各線の線区特状に応じた鉄道事業運営への転換が必要  
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と考えられる． 
また，鉄道が誕生してからこれまでの間，鉄道の発展と共に，土木工学，機械工学，
電気電子工学，及び信頼性工学などの各種学問や技術が発展してきた．そして今日，
数十年に一度の IoT・情報伝送・設備保全の技術革新の時代が到来しており，産業分
野における設備保全のシステムチェンジの時代を迎えようとしている．鉄道信号設備
の保全部門にとっても，継続可能な鉄道事業運営に向けた設備保全手法へのシステム
チェンジの取組みを行う好機である． 
 
2.2 装置産業としての鉄道の特色 
ここでは，鉄道が装置産業であることの特徴について述べる．  
鉄道は，膨大なインフラ設備を持つ装置産業である．JR 西日本の在来線の場合，営
業範囲は 2 府 15 県で 4194.5km と広範囲にわたる．従って，設備が広範囲にわたり設
置されている点や設備の種類が多い点などから，図 2-2 に示すように会社全体の設備
維持に要する修繕費（保全コスト）が営業費用に占める割合は，毎年 20%前後を占め 
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図 2-1 近畿圏における JR 西日本の沿線人口の推移 
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ている[20]．今後さらに運輸収入の減少が予想されるため，設備維持に要する保全コ
ストの低減が重要な課題となっている．従って，鉄道信号部門においても，設備保全
手法の見直しや新技術の導入による費用対効果の優れた設備保全への転換，すなわち
鉄道信号設備のライフサイクルコスト低減が求められている． 
 
2.3 ライフサイクルコストに関する基本的事項 
本節では，鉄道信号設備のライフサイクルコスト（LCC：Life Cycle Cost）の基本的
事項について述べる[21]． 
まず，産業機器全般のライフサイクルと本論文で議論する鉄道信号設備のライフサ
イクルを示す．次に，産業機器全般のライフサイクルコストの特徴，および本論文で
議論する鉄道信号設備のライフサイクルコストの特徴について述べる．そして，鉄道
信号設備のライフサイクルコスト低減に向け，保全コストの低減や費用対効果の優れ
た保全手法に関する検討を行うことを述べる． 
 
 
 
費
 
用
（
億
 
円
）
 
約 20％を推移 
年 度 
図 2-2 JR 西日本における営業費用と修繕費（保全コスト）の関係 
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2.3.1 ライフサイクル 
 産業機器全般のライフサイクルと，本論文で議論する鉄道信号設備のライフサイク
ルについて述べる． 
ライフサイクルとは，生物でいえば誕生から死亡までの期間を示す．産業機器も同
様であり，機器の構想・定義から廃棄されるまでをライフサイクルと考える．  
図 2-3 に産業機器全般のライフサイクルの事例を示す．一般にメーカが対象となる
産業機器のライフサイクルは「構想・定義」「開発・設計」「製造・取付」「保全」「廃
棄」の 5 つに区分される．また，ユーザ（鉄道事業者）が対象となるライフサイクル
は，システムや設備（鉄道信号設備など）をメーカから調達し運用することから「調
達」「保全」「廃棄」の 3 つに区分される[21]．本論文では，ユーザ（鉄道事業者）の
立場から各種検討を行うため，後者のライフサイクルを適用する．  
 
2.3.2 ライフサイクルコスト 
まず産業機器全般のライフサイクルコストの特徴について示し，次に鉄道信号設備
のライフサイクルコストの特徴について述べる． 
 
保 全 廃 棄 調 達 
構想・定義 開発・設計 製造・取付 保 全 廃 棄 
(a) メーカ系 
(b) ユーザ系（鉄道事業者） 
図 2-3 産業機器全般のライフサイクルの事例（メーカ系とユーザ系の比較） 
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図 2-4 一般産業機器のライフサイクルコスト 
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一般に，ライフサイクルコストの構成要素である調達コスト（初期投資）と保全コ
ストはトレードオフの関係にあるといわれる[21]．（図 2-4 参照） 
図 2-4(a)は，調達コストが安く機器の信頼性が低い機器の例である．機器が故障し
やすく機器の改修コストが必要となるため，その結果として保全コストが多くなるこ
とを示している．逆に図 2-4(b)は，機器の信頼性が高く調達コストが高い機器の例で
ある．機器が故障しにくいため機器の改修コストは不要であり，その結果として保全
コストが低減することを示している．これは，調達コストが安いことだけを理由に，
安価な機器を優先して購入すべきでないことを示す．つまり，機器を購入する時には，
購入後の保全コストや廃棄コストまでのライフサイクルコスト全体を考慮した機器の
選択が大切なことを意味している． 
次に図 2-5 は，一般的な産業機器と鉄道信号設備のライフサイクルコストの関係を
示した図である．図のように，鉄道信号設備の耐用年数は 20〜30 年と長く，ライフサ
イクルコスト全体に占める保全コストの割合が大きくなる．従って本論文では，保全
コストの低減が鉄道信号設備のライフサイクルコスト低減に有効であると考え，保全
コストの低減，および費用対効果の優れた設備保全手法に関する検討を行う． 
図 2-5 一般的な産業機器と鉄道信号機器のライフサイクルコストの比較 
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2.4 設備保全手法に関する基本的事項 
本節では，まず産業機器の設備保全手法の変遷について述べ，次に現行の鉄道信号
設備の設備保全手法に関する基本的事項について述べる．  
 
2.4.1 産業機器の設備保全手法の変遷 
 ここでは，今日までの産業機器の設備保全手法の変遷について述べる．産業機器の
設備保全手法は，産業の発展とともに「事後保全（BM：Breakdown Maintenance）」か
ら「予防保全（PM：Preventive Maintenance）」へと変遷し，予防保全も「時間基準保
全（TBM：Time Based Maintenance）」から情報伝送技術やセンサ技術の進歩に伴い「状
態基準保全（CBM：Condition Based Maintenance）」[11]へと変遷している． 
そして近年になって，保全コストや設備やシステムのライフサイクルコストの低減
を目的とした「信頼性重視保全（RCM：Reliability Centered Maintenance）」や「リスク
ベース保全：RBM（Risk Based Maintenance）」などの新しい設備保全手法が提案され
ている[12-14]． 
以下に，産業機器に関する主な設備保全手法の変遷について述べる． 
 
【第一世代】 
1940 年代頃に考案された第一世代の設備保全手法である「事後保全（BM）」は，設
備の障害が発生してから修繕を行う手法である．事後保全は，設備の点検が不要な反
面，設備の障害を回避することができない．そのため，設備の大型化やシステムの複
雑化により，障害による生産停止や一度障害が発生した場合の損害（リスクや損失コ
スト）の大きさが想定できない点が課題である．  
 
【第二世代】 
1960 年代頃に考案された第二世代の設備保全手法は，障害が発生する前に不具合箇
所を発見し修繕する手法「予防保全（PM）」である．一般に人命を預かる高い安全性
や信頼性が求められる設備やシステムに適用される． 
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また，初期に考案された予防保全は，図 2-6 に示す「バスタブ理論（初期故障期・
偶発故障期・摩耗故障期）」に基づく「時間基準保全（TBM）」である．TBM は，設
備の寿命を予め設定し，設備の寿命が尽きる前に（摩耗故障期に入る前に）設備更新
を行い障害を未然防止する．また，寿命が設定できない設備に関しては，一定周期ご
とに定められた箇所を点検し，不具合箇所が障害に至る前に発見し修繕を行う手法で
ある．TBM の導入により，設備の耐用年数の延伸や設備の信頼性向上（稼働率の向上）
に一定の成果をあげてきた． 
しかしながら，以下の 2 つの課題をもつことが分かった． 
 
課題 1) 均一的な点検周期，点検結果の良否判定値，設備更新時期など，技術的な
基準値が規定しやすい．しかしながら，個々の設備の設置環境や使用状況を
考慮しないため基準値などに大幅な余裕をもたせており，設備保全が過剰と
なる場合がある．（図 2-7(a)参照） 
 
 
図 2-6 バスタブ理論と設備保全 
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課題 2) 計画的に部品更換，設備点検を行っているにも関わらず，設備故障が発生
し，メンテナンス要員が対応している．（偶発故障への対応が難しい）  
 
【第三世代】 
TBM が持つ課題を克服するために 1980 年代頃に考案された第三世代の予防保全手
法が「状態基準保全（CBM）」である．CBM は，情報伝送技術やセンサ技術を適用し
た「状態監視装置」により，高頻度に測定される設備データから，設備故障の予兆を
把握し，障害を防止する保全手法である．TBM から CBM への移行は，設備の不具合
を見つけ修繕する手法から，設備状態データから設備故障の予兆を把握し最適なタイ
ミングで保全を行う手法への移行である．（図 2-7(b)参照） 
 
図 2-7 は，予防保全における使用年数と信頼度・保全コストとの関係を示したグラ
フである．図 2-7(a)は TBM の事例であり，国土交通省の告示[10]（以下，告示と示す）
で定められた鉄道信号設備における年 1 回の定期点検と，設備保全の品質を高めるた
め鉄道事業者が定期点検の合間に 1 回の自主点検を行う例である．個々の設備の良し
悪しに関わらず，あらかじめ定められた周期ごとに点検を行うため，設備保全が過剰
であることを示している． 
次に図 2-7(b)は CBM の事例である．告示[10]により，状態監視装置によって常に設
備の状態が監視できる場合は，定期点検を実施しているとみなすことができる．すな
わち CBM は，設備に故障の兆候が見られた場合に初めて人手による設備確認と必要
な処置を実施する手法であり，限られた経済的資源や人的資源の保全資源の有効活用
の観点からは，効果的な設備保全手法であることを示している． 
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図 2-7 信頼度と保全コストの関係 
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【最近の傾向】 
最近の設備保全手法の傾向としては，メーカよりもむしろ，実際に設備やインフラ
を運用する業界（ユーザ系）において，費用対効果の優れた保全手法を選択し，設備
のライフサイクルコスト低減を目指す動きが盛んである．この理由は，設備の大型化・
複雑化，保全コストの高騰，グローバル化による競争激化，既存設備の老朽化対策，
メンテナンス要員の減少，センサ技術や IoT 技術の進化・低廉価など，プラスマイナ
ス両面のさまざまな理由からである．具体的には最初は，航空機の大型化・複雑化に
伴う予防保全コストの高騰が課題となっていた欧米の航空会社において，続いてプラ
ントの高稼働率の維持を目標とする電力や石油化学会社において，保全手法の見直し
による保全コスト削減，すなわちライフサイクルコストの低減がなされてきた．次に，
これらの業界が採用してきた新しい概念の設備保全手法を示す．  
 
〇信頼性重視保全（RCM） 
1980 年代に，安全性評価手法の一つである FMEA（故障モード影響解析）を用いて
設備故障の影響分析を行い，分析結果から設備故障の影響の大きさに応じて，設備保
全項目ごとに予防保全と事後保全を選択する「信頼性重視保全（RCM：Reliability 
Centered Maintenance）」が考案された．RCM は，予防保全コスト（定期点検コスト）
を可能な限り低減させることで，設備のライフサイクルコストの最小化を目標とした
設備保全手法である．しかしながら，RCM による影響度分析（リスク分析）は定性的
で比較的大雑把（5 段階程度）であることから，考慮すべき故障モードが多い大規模
で複雑な設備やシステムへの適用は不向きである． 
 
〇リスクベース保全（RBM） 
1990 年代に考案された「リスクベース保全（RBM：Risk Based Maintenance）」は，
設備改修や保全計画の優先順位の策定への適用に注目されている．RBM は，設備やシ
ステムの故障によるリスクや損失コストを定量的に評価し，リスクや損失コストの大
きさに応じて設備改修や保全計画の優先順位を決定し，高いリスクや大きな損失コス
トを生じる項目から優先的に対策を実施する手法である． 
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本手法の概要について述べる．まず，設備が有するリスクや損失コストのパレート
分析を行う（図 2-8 参照）．次に，図 2-8 に示すパレート図より，「パレートの法則（設
備故障のリスクや損失コストの大部分（80%）が集中する，上位 20%の故障箇所や故
障原因の項目について対策を実施する）」に基づき，高いリスクや大きな損失コストを
もつ設備や項目から（A＞B＞C＞･･･），優先的に設備保全を行う手法である．   
つまり RBM は「リスクや損失コスト上位の項目から優先的に設備改修や設備保全
を行い設備の信頼性を維持する理論（パレートの法則）」に基づき，全ての故障箇所や
故障原因の項目を均一に保全することが，必ずしも費用対効果の面で最適でないこと
を示す設備保全手法である． 
 
世界的に設備の保全手法が大きく変化したのは，1990 年頃の欧米における産業低迷
時のコスト削減が求められた時期にさかのぼる．欧米では，TBM 中心だった設備保全
手法から CBM に移行するとともに，RCM や RBM を用い設備の重要度（設備やシス
テムの故障によるリスクや損失コストの大きさ）を定量的に評価し，安全性や信頼性
リ
ス
ク
・
損
失
コ
ス
ト
 
図 2-8 パレートの法則（イメージ） 
A  B   C  D   E   F   G   H   I   J ･･･ 
100% 
20% 
故障箇所・ 
故障原因の 
項目 
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に大きく影響する設備は予防保全，その他は事後保全とすることで，保全コストと設
備のライフサイクルコストの低減を実現してきた． 
我が国における RCM や RBM の導入は遅れていたが，近年，化学工業・石油精製・
電力発電部門などのプラントに導入され，電力発電部門では，従来の保全コストの 50%
低減の報告[22]が発表されている．鉄道分野においても，費用対効果の優れた設備保
全手法への移行に関する産業界の流れを敏感にとらえ，積極的に保全コストの低減に
有効と思われる設備保全手法の導入を検討すべきと考える．本節のまとめとして，表
2-1 に設備保全手法の変遷と各手法の特徴を示す．  
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目 的・特 徴 年  代 
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第二世代：予防保全（TBM） 
表 2-1 設備保全手法の変遷と各手法の特徴 
リスクや損失コストに応じた保全 
【RBM】 
LCC 最適化を考慮 
第一世代：事後保全（BM） 
第三世代：予防保全 
（CBM） 
RBM 
故障した機器・設備の修理 
【第一世代】 
【第三世代】 
（機械測定・機械学習） 
データ分析 
センサ技術・状態監視装置 
故障予兆診断 
稼働率向上・設備寿命延伸 
定期点検・高い信頼性 
【第二世代】 
（オーバホール） 
【RCM】 
保全手法を組合せ，LCC 最適化 
要求される信頼性レベルごとに 
を考慮 
ない 
影響度評価が定性的，大規模・ 
複雑なシステムや設備には適さ 
RCM 信頼性重視保全 
リスクベース保全 
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2.4.2 現行の鉄道信号の設備保全手法  
現行の鉄道信号の設備保全手法に関する基本的事項について述べる．現行の鉄道信
号の設備保全手法は「時間基準保全（TBM）」を基本としている． 
鉄道事業者は，告示[10]に基づく定期的な設備保全（定期点検）と鉄道事業者自ら
が定めた保全方針に基づく設備保全（自主点検）を行っている．また，鉄道信号設備
の特徴は， 
 
・保全対象となる設備が広範囲に設置されている 
・保全対象設備の種別が多く，点検項目が網羅的である 
 
などである．また，鉄道信号設備の設備保全の課題は，  
 
・検査の省力化（機械化・自動化）が十分とはいえず，人手による検査から脱却 
できていないため，多くの人的資源や経済的資源の保全資源を必要とする 
・一部の設備には状態監視装置が設置されているが，データの活用が検査データ
や障害発生時の設備状態把握にとどまっており，設備故障の未然予防には十分
活用されていない 
・鉄道に対する安全安心のニーズが益々高まっており，鉄道信号設備が増加傾向
にある 
 
などである． 
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2.5 研究目的 
ここでは本研究の研究目的について述べる．本論文では，継続可能な鉄道運営に向
けた費用対効果の優れた設備保全手法，すなわち鉄道信号設備のライフサイクルコス
ト低減には設備保全コストの低減が有効であることを述べる． 
まず「設備保全項目の再検討」に関する提案を行う．これは，鉄道信号設備の機器
構成や各機器が持つ機能を改めて再評価し，設備保全項目の再検討（最適化）を目的
としている．設備保全項目の最適化により設備保全の作業効率が向上し，保全コスト
の低減が期待される．またこの提案は，鉄道各線の線区特状に関わらず全国一律に適
用可能であり，鉄道信号設備のライフサイクルコスト低減に有効であると考えられる． 
次に，限られた経済的資源や人的資源の保全資源を効果的に活用するため，「設備故
障が旅客に与える経済的損失を考慮した設備保全手法」を提案する．これは，鉄道信
号設備の設備故障による影響の大きさに応じた設備保全を行うため，線区特状（地域
間の経済格差・鉄道の輸送密度の違い）を考慮した新たな指標に基づく設備保全手法
である．設備故障が旅客に与える経済的損失コストの大きさの違いは，設備故障の重
大性や鉄道線区の重要性を反映する．従って，経済的損失の大きな設備故障の項目，
あるいは経済的損失の大きな線区から優先的に設備改修や設備保全を行うことで，鉄
道信号設備の安全性や信頼性を維持しながら，鉄道信号設備のライフサイクルコスト
低減が実現可能と考えられる． 
 更に今後の研究の進展として，設備故障が旅客に与える影響にとどまらず，旅客以
外への影響も考慮する必要があることから，今後の研究課題の一つとして考察を行う． 
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第３章 準備 
 
本章では，議論の準備として鉄道信号設備の代表的な設備である，軌道回路と踏切
保安装置の基本的事項について述べる．鉄道の安全安定輸送に鉄道信号設備が果たす
役割は重要である．鉄道信号設備が持つ特徴から，設備故障の影響が鉄道を利用する
旅客におよぶ軌道回路などの設備と，道路交通のような鉄道以外におよぶ踏切保安装
置などの設備に分類される [1][8]． 
 
3.1 軌道回路の基本的事項 
本節では，軌道回路の機器構成と機能，および軌道回路がもつ安全性と信頼性の軌
道回路の基本的事項について述べる[1]．鉄道は一度に大量の旅客や貨物を高速・高密
度で輸送するため，列車運行の安全安定輸送の確保が重要である．特に列車の正面衝
突や追突は大惨事をまねくことから，軌道回路に代表される列車検知装置により，先
行列車と後続列車の間に物理的な空間を確保している．これを「閉そく」という．具
体的には，線路を一定区間に区切り 1 つの区間を 1 列車のみに占有させ，この区間に
在線する先行列車がこの区間を出なければ後続列車をその区間に入れないしくみとし
ている（図 3-1 参照）．つまり，軌道回路は閉そく区間内の列車検知を行い，信号機を
制御し閉そくを確保する重要な設備である．  
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図 3-1 閉そくと軌道回路の関係 
 
 
3.1.1 軌道回路の機器構成と機能 
研究対象とする軌道回路の機器構成と機能について述べる．軌道回路は，トランス
や抵抗子などのアナログ機器から構成される軌道回路（以下，｢アナログ軌道回路｣と
いう）と，フェールセーフマイコンにより安全性を確保し冗長系構成により高信頼化
された軌道回路（以下，「ME 軌道回路」という）に分けられる． 
 
(1) アナログ軌道回路 
 図 3-2 に一般的なアナログ軌道回路モデルと機器構成，およびその機能を示す． 
アナログ軌道回路には，商用電源（50/60Hz）を用いて広く使用される商用軌道回路，
交流電化区間や新幹線との並行在来線区間に使用される分倍周軌道回路，および主に
ローカル線で使用される長大軌道回路など多くの種類がある． 
 
 
信号機 
レール 
先行列車 
先行列車 
後続列車 
後続列車 
 
閉そく区間＝軌道回路 
閉そく区間＝軌道回路 
この区間を先行列車が占有 
この区間を先行列車が占有 
先行列車が進出すると，後続列車が進入可能 
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番 号 主要機器 機　能
① 絶縁物 軌道回路の分割
② ボンド類
レール継目の電気抵抗を下げる
レールへの信号電流の供給
③
軌道回路用トランス
（TCT）
信号電流の供給，送信レベル調整
④
限流・軌道抵抗子
（Tr）
送信機器の防護（送信端短絡時）
交流軌道リレーの電圧調整
⑤
インピーダンスボンド
（ZB）
電車電流と信号電流の分離
⑥
中継トランス
（TPT）
エネルギー損失の防止
⑦
位相調整器
（Phr）
軌道回路の位相調整
⑧
交流軌道リレー
（TR）
列車の在線検知
（動作：列車無し，落下：列車有り）
図 3-2 アナログ軌道回路モデル（機器構成と機能） 
② ② ② 
① ① 
レール 
③ 
⑤ ⑤ 
④ ④ 
⑥ 
⑧ ⑦ 
⑥ 
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図 3-2 より，通常，電源供給部分である軌道回路用トランス（③）から送信される
信号電流が，小型機器（軌道抵抗子（④），中継トランス（⑥））をへてインピーダン
スボンド（⑤）を通りレールへと流れる．そして，列車非在線時には信号電流がレー
ルを介して反対側のインピーダンスボンド（⑤），小型機器（中継トランス（⑥），軌
道抵抗子（④），位相調整器（⑦））を通り最終出力である交流軌道リレー（⑧）へと
流れ込みリレーを常時動作させている．逆に列車在線時には，列車の車輪で左右レー
ル間を短絡し，交流軌道リレーへの信号電流の供給を断つことでリレーを落下させ，
列車の在線検知を行う． 
また，構成機器は機械的な部分（絶縁物（①），ボンド類（②））と電気的な部分（③
～⑧）に分けられる．各機器は直列に接続されており，どの部分が故障してもその影
響は最終出力である交流軌道リレーの電気的データにあらわれる．つまり電気的部分
の劣化･故障が信号電流の受信レベル低下などにあらわれるのと同様に，機械的部分も
列車走行時の振動・衝撃による物理的な劣化･損傷が信号電流に影響を与え，最終的に
信号電流が流れる経路を絶ちリレーを落下させることから，最終出力である交流軌道
リレーを管理することで軌道回路全体の健全性を保つことが可能である． 
 
(2) ME 軌道回路 
 図 3-3 に一般的な ME 軌道回路モデルと機器構成，およびその機能を示す．ME 軌
道回路は MTD（Multiplex Train Detector）や FSTD（Filtered Scanning Train Detector）な
ど，この 10 数年の間に普及した新しい軌道回路である．  
図 3-3 より，通常，電源供給部分である送信部（④）から送られる信号電流が，イ
ンピーダンスボンド（③）をへてレールへと流れる．そして，列車非在線時には信号
電流がレールをへて反対側のインピーダンスボンド（③）を通り，受信部（⑤）に流
れ込む．受信部では，受信した信号電流レベル等から列車の在線／非在線の判定を行
いリレー部（⑥）に列車の在線情報を与えリレーを動作させる．一方，列車在線時に
は，列車の車輪で左右レール間を短絡し，受信部に流れ込む信号電流を断ち，最終的
にリレーを落下させ列車の在線検知を行う．  
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番 号 主要機器 機　能
① 絶縁物 軌道回路の分割
② ボンド類
レール継目の電気抵抗を下げる
レールへの信号電流の供給
③
インピーダンスボンド
（ZB）
電車電流と信号電流の分離
④
送信部
（Sユニット）
信号電流の送信
⑤
受信部
（Rユニット，BPF）
信号電流の受信
軌道リレー動作/落下判定
⑥
リレー部
（TR）
列車の在線検知
（動作：列車無し，落下：列車有り）
図 3-3 ME 軌道回路モデル（機器構成と機能） 
①  
② 
①  
② ② 
レール 
③ ③ ④ 
⑥ 
⑤ 
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また，機器構成はアナログ軌道回路と同様，機械的な部分（①，②）と電気的な部
分（③～⑥）に分かれる．軌道回路全体のデータ変動は受信部の信号受信レベルにあ
らわれる．これはアナログ軌道回路における，交流軌道リレーの電気的データ変動に
相当する． 
 
3.1.2 軌道回路の安全性と信頼性 
軌道回路がもつ安全性と信頼性の考え方を示す．軌道回路は，レールを電気回路の
一部として閉電路を構成し列車が進入すると車輪で左右レール間を短絡させ，軌道回
路の受信端に流れる信号電流を断つことでリレーを落下，すなわち列車の在線検知を
おこなう装置である（図 3-4(a)(b)参照）．鉄道信号における安全性とは，機器が故障し
た場合に乗客や貨物および関連設備を含め，重大な社会的損失をもたらさないよう列
車を停止させることである．軌道回路も機器故障やレール折損の場合には，軌道回路
に流れる信号電流を断ちリレーを落下させ先行列車が在線するのと同じ情報とし（図
3-4(c)参照），信号機を停止信号へ制御を行い後続列車を停止させることで安全性を確
保している． 
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図 3-4 列車検知機能と安全性の考え方 
絶縁物(ﾚｰﾙ絶縁) 
信号電流 
左右のﾚｰﾙは 
に区分される 
ﾚｰﾙ絶縁で電気的 
送信端 受信端 
リレー 
(動 作) 
 列車非在線時は 
信号電流が流れ 
リレーが動作 
電 源 
ﾚｰﾙ 
(a) 列車非在線時 
信号電流 
 
車輪でﾚｰﾙ間を短絡すること  
で信号電流が断たれる 
列 車 
 
信号電流が断たれ 
列車在線時は 
リレーが落下する 
電 源 
リレー 
(落 下) 
(b) 列車在線時 
 ﾚｰﾙ折損すると信号電流 
が断たれﾘﾚｰが落下する 
リレー 
機器故障時には， 
状態になる 
(落 下) 
電 源 列車在線時と同じ 
(c) 障害事例（レール折損） 
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図 3-5 モデル線区における輸送障害の原因分析 
 
 
次に鉄道信号における信頼性とは，設備故障に起因する輸送障害を起こすことなく
安定した列車運行を確保することである．図 3-5 は，本研究のモデル線区（JR 西日本
の在来線主要線区）における最近 5 年間の輸送障害の原因分析結果である．全体件数
378 件のうち 41%が設備故障であり，このうち軌道回路が原因となる故障が 27%と最
大の要因となっている．このように軌道回路は列車運行に大きな役割を果たす安全性･
信頼性の両立が必要な設備である．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
軌道回路 
踏切 14% 
転てつ機 13% 27% 
ケーブル 10% 
電源機器 9% 
リレー類 7% 
その他 20% 
動植物 
設備故障 
作業 
7 
部 
外 
9% % 
41% 
14% 
30% 
自然災害 
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3.2 踏切保安装置の基本的事項 
本節では，踏切保安装置の機器構成と機能，および踏切保安装置がもつ安全性と信
頼性の踏切保安装置の基本的事項について述べる[8]．踏切道は鉄道と一般道が唯一交
差する所であり，鉄道事故が多く発生する箇所である．踏切事故防止に最も有効な対
策は鉄道と道路の立体交差化であるが，JR 西日本内にある踏切 5,428 箇所（平成 26
年現在で踏切警報機や踏切遮断機を有する踏切）全てを立体交差化することは困難で
ある．従って，踏切道には自動車・歩行者と列車との衝突を防止するため，踏切道へ
の列車接近や列車通過を検知する“踏切制御子”，列車接近を歩行者・自動車に知らせ
踏切道を遮断する“踏切警報機”“踏切遮断機”などの踏切保安装置を鉄道事業者は設
置している．また，自動車などの往来の多い箇所に関しては，万一，踏切道内に自動
車などが取り残された場合に障害物として検知し，列車の運転士に異常を知らせる“踏
切障害物検知装置”を設置することで踏切道の安全を確保している．  
 
3.2.1 踏切保安装置の機器構成と機能 
踏切保安装置の制御に関係する部分の機器構成と機能について述べる．踏切保安装
置の機器構成は，機能別に「検知部・伝送部・制御部・警報部・遮断部」に分類され
る．図 3-6 に各部の機器構成，主要部品，および機能を示す．なお，自動車などの往
来の多い箇所に設置される踏切障害物検知装置は，踏切保安装置を直接制御する設備
でないことから説明を省略する． 
次に，図 3-7 に踏切保安装置の基本動作を示す．なお，踏切保安装置の基本動作は
STEP1 から STEP3 の 3 段階に分けられる． 
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 機器構成 主要部品 機 能 
① 検知部 踏切制御子 
踏切バックアップ装置 
軌道回路 
列車の検知 
② 伝送部 信号ケーブル 電源の供給 
列車検知の有無の伝送 
③ 制御部 制御回路 踏切鳴動の制御 
④ 警報部 警報灯・警報機 列車接近の警報 
(光･音響) 
⑤ 遮断部 踏切遮断機 踏切道の遮断 
 
図 3-6 踏切保安装置の機器構成と機能 
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  図 3-7 踏切保安装置の基本動作（次ページに続く） 
 
 
(c) 踏切道の遮断【STEP2】 
 
 
 
 
(a) 通常時 
列車検知（接近） 
(b) 列車検知と警報開始【STEP1】 
踏切制御子 
（始動点：閉電路式） 
踏切警報機 
踏切障害物検知装置 
踏切遮断機 
（終動点：開電路式） 
踏切制御子 
 
列車検知（通過） 
(d) 踏切道の警報・遮断解除【STEP3】 
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【STEP1】列車検知と警報開始 
踏切制御子（始動点）が列車を検知し，歩行者や自動車に列車接近の警報を開始
する． 
【STEP2】踏切道の遮断 
警報開始から一定時分が経過すると，踏切遮断機が動作し，踏切道を遮断する．
なお，踏切障害物検知装置が設置されている場合は，踏切道内に自動車等が取り残
されていないか確認を行う． 
【STEP3】踏切警報・遮断解除 
踏切制御子（終動点）が列車を検知し，踏切警報と踏切遮断を解除する． 
 
図 3-7 踏切保安装置の基本動作 
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3.2.2 踏切保安装置の安全性と信頼性  
踏切保安装置がもつ安全性と信頼性の考え方を示す．踏切道は，鉄道と一般道路が
交差する唯一の箇所であることから，踏切保安装置には極めて高い安全性が求められ
る．従って万一，踏切保安設備が故障した場合には，踏切道を列車が通過する時と同
じ状態，つまり踏切警報と踏切遮断を行い歩行者・自動車と列車との衝突を防止して
いる． 
 図 3-8 に示す検知部の主要機器である踏切制御子の故障事例を基に，踏切保安装置
の安全性について述べる．踏切制御子は，踏切道に列車が接近した時に歩行者・自動
車に列車接近を知らせるため，踏切警報開始のトリガ点として用いられる．また，踏
切始動点用の“閉電路式”と，列車の踏切道通過を検知し踏切警報停止のトリガ点と
して用いられる踏切終動点用の“開電路式”とに分けられる．  
 まず，図 3-8(a)に示す閉電路式は，レールを電気回路の一部として閉電路を構成す
る．そして，送信部から受信部に信号電流を常時送信し，受信部を常時動作させてい
る．列車が進来すると，列車の車軸で左右レールを短絡し，受信部への信号電流の供
給を断つことで受信部を落下させる（列車検知状態）．そして，その列車検知情報によ
り踏切警報を開始する．装置が故障した場合には受信部を落下させ（事例は，送信部
故障），列車検知時と同じ状態とし踏切警報させることで踏切道の安全を確保している． 
次に，図 3-8(b)に示す開電路式は，送信部から受信部に信号電流が常時送信されず，
列車が進来すると列車の車軸で左右レールを短絡し閉電路を構成することにより，受
信部を動作（列車検知状態）させる．そして，その列車検知情報により踏切警報を停
止する．装置が故障した場合には，受信部は落下を継続（列車の非検知状態を継続）
したままとなる．すなわち，踏切道に列車が接近し踏切警報を開始すると，踏切警報
状態を継続し踏切道の交通遮断を行い安全を確保する．つまり，踏切保安装置の安全
性とは，装置が故障した場合に踏切警報を継続し踏切道を利用する歩行者・自動車に
注意喚起を継続することである． 
更に踏切保安装置の信頼性とは，設備故障を起こすことなく不要に踏切警報させな
いことである．この様に，踏切保安装置も軌道回路と同様，安全性と信頼性の両立が
必要な装置である． 
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左右レールを車軸で短絡 
受信部 送信部 受信部 
信号電流 
送信部 
受信部（常時動作） 受信部（落 下） 
(ｱ)通常時 (ｲ)列車検知時 
電気的に閉電路を構成 
供給不能 
故障時には，列車検知時
と同じ状態となる 
故 障 
受信部（落 下） 
(ｳ)故障時（送信部故障） 
(a) 踏切制御子（閉電路式） 
(b) 踏切制御子（開電路式） 
受信部 送信部 
左右レールを車軸で短絡 
信号電流 
送･受信部 
受信部（動 作）  
(ｲ)列車検知時 
送･受信部 
受信部（常時落下） 
(ｱ)通常時 
電気的に開電路を構成 
故障時には落下を継続し，一度踏切警報
すると警報を継続する 
送･受信部 故 障 
受信部（落下継続） 
(ｳ)故障時 
信号電流が 
図 3-8 踏切制御子の故障事例 
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第４章 安全性・信頼性を考慮した設備保全項目
の再検討によるライフサイクルコスト
の低減 
 
本章では，鉄道信号設備のライフサイクルコストの多くの割合を占める保全コスト
を構成する要素のうち，設備保全項目の再検討（最適化）について述べる．まず，設
備保全項目の再検討後に行う安全性・信頼性の評価手法について述べ，次に研究対象
とする軌道回路に関してこれまで網羅的であった設備保全項目を，機器構成や各機器
が持つ機能の再評価を通じ設備保全項目を再検討（最適化）した結果について述べる．
そして，再検討後の設備保全項目の安全性・信頼性の妥当性評価を行う．更に，設備
保全項目の最適化と鉄道信号設備のライフサイクルコスト低減との関係について述べ
る[1][2][16] [17]． 
 
4.1 安全性・信頼性の評価手法 
設備保全項目の再検討後に行う安全性・信頼性の評価手法について述べるとともに，
これまでに実施した安全性評価の事例を示す．  
 
4.1.1 FMEA と FTA による安全性・信頼性評価 
再検討後（最適化後）の設備保全項目の安全性・信頼性評価に用いる，FMEA・FTA
の基本的事項ついて述べる． 
 
(1) FMEA（Failure Mode and Effect Analysis：故障モード影響解析） 
FMEA の基本的事項について示す．FMEA は，設備の各部位を構成する「部品」に
対して想定される「故障モード」，そして各故障モードに対して「故障原因」「ハザー
ド（故障影響）」「ハザードレベル（故障影響度）」へと分析を進めるボトムアップ的な 
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【手順 1】設備を構成する部位ごとに，部品欄に装置を構成する「部品」を示す．  
【手順 2】部品ごとに想定される「故障モード」を抽出する．FMEA では，想定される 
故障モードをどれだけ抽出できるかが重要である． 
【手順 3】各故障モードの「故障原因」「ハザード」を分析し，「ハザードレベル」  
「発生頻度」「重要度」を設定する． 
【手順 4】対策欄に，各故障モードの防止・低減のために実施する内容を示す．  
対策欄が空欄の場合には，なんらかの対策の検討が必要なことを意味する．  
 
 
 
手法である．図 4-1 に FMEA の分析手順を示す． 
 
(2) FTA（Fault Tree Analysis：故障の木解析） 
FTA の基本的事項について示す．FTA は，設備故障による「ハザード（故障影響）」
を「頂上事象」とし，頂上事象から順番に「中間事象」から「基本事象」へと分析を
進めるトップダウン的な手法である．なお，中間事象には「故障モード」「故障原因」，
そして基本事象として鉄道事業者が確認・取替可能な「部品」レベルにいたるまで分
析を行う．図 4-2 に FTA の分析手順を示す．FTA の目的は，各ハザードとそれらに関
連する事項（故障モード，故障原因，設備，部品）の関係を関連付けるため樹形図（FT
図）を作成し，各ハザードの発生原因（発生経路）を明らかにすることである． 
 
部 位 部 品 
故 障 
モード 
故障 
原因 
ハザード 
ハザード 
レベル 
発生 
頻度 
重要度 対策 
         
                 
 
図 4-1 FMEA の分析手順 
分析を進める順序 
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【手順 1】「ハザード（故障影響）」を「頂上事象」として分析を始める．  
【手順 2】頂上事象から中間事象（複数段になる事もある）に展開し，基本事象（部品）  
にいたるまで分析を進める． 
 
 
 
更に，図 4-3 に FMEA と FTA の分析フロー事例を示す．FMEA と FTA は互いに故
障モードの抽出漏れを防止するバックチェック機能を持つ関係にあるため，FMEA と
FTA の双方に同じ故障モードが現れるまで分析を繰り返す．  
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4-2 FTA の分析手順 
頂上事象（ハザード） 
中間事象①（故障モード） 
基 本 
事 象 
各ハザードの発生原因 
（発生経路）を明確にする 
中間事象②（故障原因） 
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4.1.2 安全性評価の適用事例 
FMEA と FTA の分析手法による安全性評価の取組み事例を示す[16]． 
これまで鉄道事故インシデントに相当する“踏切無しゃ断・無警報”などの踏切事
故防止を目的に実施してきた各種対策に加え，社会的要請が高まりつつある，鉄道事
故インシデントに準ずる事象に相当する“踏切しゃ断不良”防止にまで範囲を拡げ，
目や耳の不自由な社会的弱者や自動車の車内が高気密化した自動車運転手への注意喚
起などの社会的状況の変化を考慮した，踏切保安装置の安全性再評価の取組み事例を
示す．具体的には，踏切保安装置の安全性再評価を行うため，本研究のために調査し
た過去の保全情報から安全性を阻害する事象（踏切無しゃ断・無警報・踏切しゃ断不
良）を抽出し分析した結果を示す（表 4-1 参照）． 
抽出したﾊｻﾞｰﾄﾞを FTA にかける 
FTA に，FMEA で抽出した｢故障ﾓｰﾄﾞ｣ 
が全て現れているか 
スタート 
FMEA を実施 
現れていない 
FMEA に，FTA で抽出した 
｢故障ﾓｰﾄﾞ｣が全て現れているか 
現れている 
現れている 
現れていない 
完  了 
図 4-3 FMEA と FTA 分析フロー事例 
｢故障ﾓｰﾄﾞ｣をﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸして  
FMEA にかける 
｢故障ﾓｰﾄﾞ｣をﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸして  
FTA にかける 
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部 位 リスク 対策例 判定 
検知部 踏切制御子の列車不検知 
（踏切無しゃ断） 
踏切ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ装置の 
整備 
〇 
踏切制御子の列車不検知と踏切ﾊﾞｯｸｱｯ
ﾌﾟ装置故障が重なる 
（踏切無しゃ断） 
踏切ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ装置への
故障検知機能付加完了
まで点検回数を増やす 
〇 
    
警報部 踏切遮断機未設置踏切における，機器故
障による警報音･警報灯が不動作 
（踏切無警報） 
※目･耳が不自由な方への配慮  
※密閉度が高い自動車で，ｶｰｽﾃﾚｵ等をか 
けている自動車運転手への配慮． 
ただし法律上，自動車運転手が，踏切 
道手前で一旦停止し，窓を開け列車の 
接近の有無を確認することが基本 
故障検出機能の付加 
と特殊信号発光機と 
の連動 
故障検知 
機能追加 
遮断部 警報音･警報灯は動作しているが，踏切
遮断機が不降下 
（踏切しゃ断不良） 
降下不良検知機能の 
付加と特殊信号発光 
機との連動 
新たな 
リスク 
特記事項：「〇」は既に対策済または対策中を示す．  
 
 
 
 
 
表 4-1 踏切保安装置の安全性再評価の事例（抜粋） 
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安全性再評価の結果，踏切無しゃ断・踏切無警報について，従来の対策が有効であ
ることを再確認した．しかしながら社会的状況の変化に伴い，3 種踏切(踏切遮断機無)
における警報部の不鳴動・不点灯に関するリスクを抑えこむための故障検知機能追加
の必要性や，踏切しゃ断不良については 1 種踏切（踏切しゃ断機有）における遮断部
の単体故障に関するリスクが新たに抽出された．  
これまで実施してきた踏切無しゃ断・無警報対策に加え，踏切しゃ断不良対策まで
範囲を拡大し踏切保安装置の安全性再評価を行った結果，従来の踏切無しゃ断対策の
有効性を再確認できた．また，リスクの抑えこみの必要性，および新たなリスクが潜
在することも確認できた．現在これらの対策として，警報音･警報灯故障検知機能の付
加や踏切しゃ断不良検出器の取付けなどの各種対策を実施中である．  
 
4.2 設備保全項目の再検討と安全性・信頼性評価 
本節では，研究対象とする軌道回路に対し，これまで網羅的であった設備保全項目
を，機器構成や各機器が持つ機能の再評価を通じて行った設備保全項目の再検討（最
適化）の結果，および再検討を行った設備保全項目が軌道回路の安全性・信頼性を損
なわないことの評価結果の妥当性について述べる[1][2]． 
 
4.2.1 設備保全項目の再検討 
軌道回路の機器構成と各機器が持つ機能の再評価を通じて，これまで網羅的であっ
た設備保全項目を再検討（最適化）した結果について述べる．設備保全の目的は，設
備故障が重大事故や列車運行に影響をおよぼす障害に至る前に修復し，設備の健全性
を維持することである．表 4-2 は従来の保全項目･保全周期と再検討した結果とを比較
した表である．1～2 年程度ごとに実施する定期的な設備保全項目を，従来の保全手法
による安全性・信頼性を維持しながら，従来の 9 項目から 3 項目へと 30%程度に絞り
込んだ． 
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保全項目 
保全周期 
従 来 再検討 
1. 絶縁物の良否  
 
 
1 年 
1 年 
2. ボンド類の取付状態の良否 
3. 短絡電流および平常電流の測定 機 
器 
調 
整 
時 
4. 軌道変圧器の 1 次 2 次電圧の測定 
5. 限流抵抗子電圧の測定 
6. 送受電端レール電圧の測定 
7. 中継トランスの 1 次 2 次電圧の測定 
8. 入出力電圧の測定 
9. 交流軌道リレーの局部電圧および位相の測定 2 年 2 年 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 4-2 保全項目･保全周期の比較（軌道回路） 
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次に，定期的な保全項目を従来の 9 項目から 3 項目へと 30%程度に絞り込んだ理由
を述べる．まず，保全項目 3 から 9（電気的部分）について述べる．図 3-2 および図
3-3 に示すように，軌道回路の各部分は電気的に直列に接続されており，軌道回路の
構成機器の劣化・故障の影響は最終出力である交流軌道リレーの電気的データにあら
われる．つまり，軌道回路をとりまく日常の環境変動（軌道部分の漏れコンダクタン
ス増大など）の影響は交流軌道リレーの位相変動にあらわれるため，施設部門に軌道
側の改善を要請することが可能である．更に，電源変動の影響は局部電圧の電圧変動
にあらわれるため，ケーブル類の絶縁劣化調査や電圧調整が可能である．このように
最終出力である交流軌道リレーの電気的データを周期的に測定することで構成機器の
劣化・故障，および日々の環境変化について管理可能である．従って電気的部分につ
いては，保全項目 9 の交流軌道リレーの項目を周期的な保全項目とした．  
 次に，保全項目 1 と 2（機械的部分）について述べる．機械的部分の故障は交流軌
道リレーのデータ変動からある程度の管理は可能である．しかしながら，レールに直
接接続しているため室内や沿線器具箱内の機器に加わる振動(0.5～1G:4.9～9.81m/s2)
に比べ，非常に大きな振動(1,000G:981m/s2)が加わる大変厳しい環境に設置されている．
従って，物理的な損傷の程度も管理する必要があることから周期的な保全項目とした． 
 その他の項目に関しては，該当する機器の状態変化は全て最終出力である交流軌道
リレーのデータにあらわれることから，交流軌道リレーを定期的に点検することがそ
の他の項目を定期点検することを包含している．従って，その他の項目については，
周期的なデータ測定から劣化・故障による機器取替時，およびレール交換や環境変動
に追従するために軌道回路の機器調整をした時にデータ測定を行う保全項目とした． 
図 4-4 に，設備保全項目の再検討を行った前後の点検箇所を示す．軌道回路の設備
保全項目の再検討を行った前後の点検箇所を比較すると，機械的部分の保全箇所は変
わらないが，電気的部分の点検箇所は，多くの箇所から交流軌道リレーデータ 1 箇所
の点検へと大幅に軽減することを可能とした． 
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1.絶縁物の良否 
2.ﾎﾞﾝﾄﾞ類取付状態 
3.短絡/平常電流 
6.受電端ﾚｰﾙ電圧  
5.限流抵抗子電圧 
9.交流軌道ﾘﾚｰﾃﾞｰﾀ 
(a) 従来の定期的な保全項目 
図 4-4 軌道回路の設備保全項目 
 
1.絶縁物の良否 
2.ﾎﾞﾝﾄﾞ類取付状態 
(b) 再検討後の定期的な保全項目 
1.絶縁物の良否 
6.送電端ﾚｰﾙ電圧 
4.軌道変圧器 
1/2 次電圧 
7.中継ﾄﾗﾝｽ 
1/2次電圧 
5.限流抵抗子電圧 
8.入出力電圧 
(小型機器類の測定) 
1.絶縁物の良否 
9.交流軌道ﾘﾚｰﾃﾞｰﾀ 
緑字：機械的部分 
赤字：電気的部分 
【凡 例】 
7.中継ﾄﾗﾝｽ 
1/2次電圧 
緑字：機械的部分 
赤字：電気的部分 
【凡 例】 
 45 
 
4.2.2 再検討した設備保全項目の安全性・信頼性評価  
再検討を行った設備保全項目に対する FMEA・FTA による安全性・信頼性の評価結
果を示すとともに，評価結果の妥当性について述べる．   
 
(1) FMEA・FTA による安全性・信頼性評価 
再検討を行った設備保全項目に対する FMEA・FTA による安全性・信頼性の評価結
果（抜粋）を示す（図 4-5 参照）．従来の FMEA・FTA と異なり，設備（ハード面）で
はなく保全項目（ソフト面）に関する安全性・信頼性評価を行うため，FMEA の「部
位欄」は「保全項目欄」となる．また評価にあたり，考慮するハザードレベルは 1〜4
の 4 段階（レベル 1：故障モードが無視できるレベル，レベル 2：故障モードが列車運
行に影響を与えないレベル，レベル 3：列車運行に影響を与えるが旅客の人命に影響
をおよぼさないレベル，レベル 4：旅客の人命におよぶレベル）とした．  
更に，一般的な評価では故障の発生確率を考慮する．しかしながら，本論文では再
検討を行った設備保全項目がハザードレベル 3 と 4 の全ての故障モードに対応するこ
とが要求されるため，ハザードレベル 3 と 4 の全ての項目について対応可能とするた
め故障の発生確率は考慮していない．  
 
(2) 安全性・信頼性評価の妥当性 
再検討（最適化）を行った設備保全項目の安全性・信頼性評価結果の妥当性につい
て述べる（表 4-3 参照）．「対応対策欄」には各故障モードに対する対応・対策を記入
する．万一この欄が空欄の場合は，何らかの対応・対策の検討が必要なことを示す． 
表 4-3 の項目 4 は，従来は単独の項目であったものが他の項目に包含される事例で
ある．つまり項目 4 の対象部品である軌道変圧器は，項目 9 の構成部品に含まれると
ともに，短絡･飽和・断線の各故障モードが全て項目 9 で抽出可能なことを示している． 
また表 4-3 の項目 9 は，定期的な保全項目に該当する事例である．対応対策欄には
“定期保全”と記載する．更に軌道回路各部の構成部品と故障モードが，項目 9 の部
品欄と故障モード欄に全て記載されており，軌道回路全体の状態が最終出力である交
流軌道リレーにあらわれることを示している．これは，軌道回路の構成部品全てを同 
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図 4-5 FMEA・FTA による安全性・信頼性の評価結果（抜粋）  
互いに補完する関係にある（故障モードが一致） 
の極性が異極 
ﾚｰﾙ絶縁不良 
ﾚｰﾙ絶縁 
破 損 
ﾚｰﾙ遊間 
拡 大 
ﾚｰﾙ絶縁橋絡 
ﾚｰﾙﾌﾛｰ 鉄粉 
(ハザード) 
(故障モード) 
軌道回路境界 
軌道リレー 
落 下 
保 全 
項 目 部 品 
故 障 
モード 
ハザード 
(設備影響) 
故 障 
原 因 
絶縁物 
の良否 
レール 
絶 縁 
ﾚｰﾙ絶縁 
不良 
ﾚｰﾙ絶縁 
橋絡 
ﾚｰﾙﾌﾛｰ 
鉄 粉 
ﾚｰﾙ絶縁破損 
ﾚｰﾙ遊間拡大 
3 
軌道ﾘﾚｰ 
落下 
軌道ﾘﾚｰ 
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軌道ﾘﾚｰ 
落下 
軌道ﾘﾚｰ 
落下 
ハザード 
レベル 
3 
3 
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〇FTA 
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じレベルで周期的に管理する必要がないことを意味している．すなわち，今回再検討
を行った結果，軌道回路の最終出力である交流軌道リレーと，機械的な部分を周期的
な保全項目として管理すれば軌道回路全体の安全性と信頼性が確保できることを明か
にした． 
以上より，設備保全項目を再検討し従来の 9 項目から 30%程度に絞り込みを行って
も，従来の設備保全と同等の軌道回路の健全性，つまり軌道回路の安全性･信頼性が確
保できることの妥当性を検証した． 
 
 
 
 
 
保全項目 部　品
故　障
モード
ハザード
(設備影響)
対　応
対　策
軌道変圧器 短　絡 軌道リレー 項目9に
落下 包含
飽　和 軌道リレー 項目9に
落下 包含
断　線 軌道リレー 項目9に
落下 包含
絶縁物 短　絡 軌道リレー 定期保全
ﾎﾞﾝﾄﾞ類 落下
送着電施設 飽　和 軌道リレー 定期保全
ZB 落下
共振ｺﾝﾃﾞﾝｻｰ 断　線 軌道リレー 定期保全
軌道変圧器 落下
限流抵抗子 誘　導 軌道リレー 定期保全
軌道抵抗子 不正動作
中継ﾄﾗﾝｽ 信号電流 軌道リレー 定期保全
位相調整器 廻りこみ 不正動作
ｹｰﾌﾞﾙ
交流軌道ﾘﾚｰ
9. 交流軌道ﾘﾚｰ
   の局部電圧及
   び位相測定
4. 軌道変圧器の
　1次2次電圧の
    測定
表 4-3 安全性・信頼性評価結果の妥当性検証（抜粋） 
 48 
 
4.3 設備保全項目の最適化と鉄道信号設備のライフサイクル 
コスト低減との関係 
本節では，設備保全項目の最適化と鉄道信号設備のライフサイクルコスト低減との
関係について述べる． 
軌道回路の設備保全項目の再検討（最適化）を行った結果，表 4-2 や図 4-4 に示す
ように電気的部分の保全項目が大幅に軽減され，電気的データの測定箇所が大幅に減
少したことから，図 4-6 に示す設備点検における経済的資源・人的資源の軽減などの
保全資源の低減，すなわち鉄道信号設備のライフサイクルコスト低減効果があると考
えられる．なお，従来の 30%程度の設備保全項目に軽減を行っても，従来の保全手法
と同等の安全性・信頼性が確保できることが明らかとなったことから，一昨年前から
設備保全項目を最適化した設備保全手法に移行し，設備の安全・安定稼働を維持して
いる． 
次に，更なる鉄道信号設備のライフサイクルコスト低減に向けた，設備点検の機械
化や CBM による設備保全手法への転換について考察する．本研究において，電気的
部分の設備保全項目を大幅に軽減できたことにより，軌道回路の状態監視に必要な電
気的データ測定箇所が，図 4-4 に示すように 7 項目 10 箇所から 1 項目 1 箇所へと大幅
に減少した．これにより，JR 西日本管内の全軌道回路（約 15,000 箇所）のデータ測
定に必要なセンサー類の削減が可能となり，CBM による設備保全手法の導入が実施可
能なレベルとなった[17]． 
 また，機械的部分の設備保全も検査用車両に軌道状態を撮影する高速走行対応の高
性能カメラを設置し，図 4-7 に示す撮影した画像データを活用した人手による点検か
ら機械による点検へと移行した[6]．今後は，画像データの良否判定を自動化する技術
開発に取組む計画である． 
これらの取組みは限られた保全資源の有効活用，すなわち鉄道信号設備のライフサ
イクルコスト低減に加え線路内作業を減少させることが可能であることから，作業員
の労災防止にも役立てることが可能である．  
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図 4-6 設備点検における経済的・人的資源の軽減（イメージ） 
信
頼
度
 
･･･ ･･･ 
保
全
コ
ス
ト
 
･･･ ･･･ 3 年 2 年 1 年 
使用年数 
信頼度 
確保すべき 
信
頼
度
 
･･･ ･･･ 
保
全
コ
ス
ト
 
定
期
点
検 
･･･ ･･･ 3 年 2 年 
信頼度 
確保すべき 
1 年 
使用年数 
信頼度維持のまま，点検コスト低減 
自
主
点
検 
自
主
点
検 
自
主
点
検 
定
期
点
検 
定
期
点
検 
定
期
点
検 
自
主
点
検 
自
主
点
検 
自
主
点
検 
定
期
点
検 
定
期
点
検 
低減 
 50 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4-7 画像データの設備保全への活用事例  
正 常 時 
検査車両による 
床下画像撮影 
軌道検測車 
事務所で画像確認 
不具合箇所発見時 
ボンド脱落 
画像確認結果 
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第５章 設備故障が旅客に与える経済的損失 
を考慮した設備保全によるライフサイ
クルコストの低減 
 
本章では，鉄道信号設備のライフサイクルコストの多くの割合を占める保全コスト
を構成する要素のうち，設備改修コストに関する検討について述べる[3-7]． 
 まず，従来の鉄道信号設備のライフサイクルコストモデルがもつ課題について述べ，
従来モデルがもつ課題を改善した「設備故障が旅客に与える経済的損失を考慮したラ
イフサイクルコストモデル」を提案する．  
次に，設備故障が旅客に与える経済的損失を考慮したライフサイクルコストモデル
の数理モデル化に必要となる，先行研究[15]で提案された輸送障害に遭遇した旅客が
被る経済的損失コストモデルとこのモデルがもつ課題を示す．そして，先行研究がも
つ課題を改善した新たな「①輸送障害に遭遇した旅客が被る経済的損失コストモデル」
について述べる． 
また，研究テーマとする軌道回路の設備故障の発生傾向が偶発事象であることを示
し，偶発事象がポアソン分布で表現可能な性質を利用した「②一定期間における設備
故障の発生件数モデル（期待値）」を提案し，更にポアソン分布による設備故障発生傾
向の考察を行う．そして，新たな経済的損失コストモデルとして①と②から求まる「設
備故障が旅客に与える年間の経済的損失コストモデル」を提案する． 
最後に，設備故障が旅客に与える経済的損失を考慮した設備保全が，鉄道信号設備
のライフサイクルコスト低減に有効であることの評価を行う．  
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5.1 鉄道信号設備のライフサイクルコストモデル 
本節では，従来の鉄道信号設備のライフサイクルコストモデルと，従来モデルがも
つ設備改修コストに対する設備故障の低減効果がライフサイクルコストモデルに反映
されてこなかった課題について述べる．そして，この課題を改善した「設備故障が旅
客に与える経済的損失を考慮したライフサイクルコストモデル」を提案する．  
 
5.1.1 従来の鉄道信号設備のライフサイクルコストモデル 
従来の鉄道信号設備のライフサイクルモデルについて述べる（図 5-1 参照）． 
鉄道事業者は，メーカから設備やシステムを調達し運用・保全を行う．設備やシス
テムを部外から調達する場合のライフサイクルは，(1)調達 (2)保全 (3)廃棄の 3 つに
分類される．また，ライフサイクルコストモデルも，鉄道事業者が設備を調達する「調
達コスト」，設備の運用・保全に要する「保全コスト」，および耐用寿命を経過した設
備の取替に要する「廃棄コスト」の 3 つに分類される．そして保全コストは，設備の
機能維持に必要な「点検コスト」，および設備故障対策としてよりよい設備とするため
に実施する設備改善に要するコスト（以下，「設備改修コスト」という）など，設備を
使用する限り毎年発生する「ランニングコスト」から構成される．更に，点検コスト
は毎年一定額が必要な固定コストに，また設備改修コストは設備故障による設備改修
が発生するごとに必要な変動コストに分類される．  
次に，本研究のため鉄道信号設備の設備改修に要する期間を調査したところ，設備
数量が多い場合には 5～10 年程度の長い期間を要する事例が多く見られた．そこで，
従来の鉄道信号設備のライフサイクルコストモデル事例として，一定期間中に 2 つの
設備改修コストが生じるケースをモデル化した（図 5-1 参照）．このモデルは，設備の
運用開始後 2 年目に生じた設備故障の対策（設備改修コスト 1）を実施中に，2 つ目の
設備改修（設備改修コスト 2）が生じたケースを示すモデルである．この様に従来の
ライフサイクルコストモデルは，設備の運用期間中に発生する設備改修コストを積み
上げるため，設備改修コストを含むランニングコストは単調な増加傾向を示す． 
更に，研究対象としている軌道回路を代表とする鉄道信号設備は，設備の耐用寿命
が 20～30 年と長く，ライフサイクルコストに保全コストの割合が多くを占める特徴を
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もつ．従って，保全コストの最適化がライフサイクルコスト全体の低減に効果がある
と考えられる． 
 
5.1.2 設備故障が旅客に与える経済的損失を考慮したライフサイクルコストモデル  
従来のライフサイクルコストモデルが持つ課題は，設備改修コストに対する設備故
障の低減効果がライフサイクルコストに反映されてこなかったため，費用対効果の評
価ができない点にあった．そこで，新たに設備故障が旅客に与える経済的損失コスト
を考慮したライフサイクルコストモデルを提案する（図 5-2 参照）． 
新たに提案するライスサイクルコストモデルは，設備を使用する限り毎年発生する
ランニングコストと設備故障が旅客に与える経済的損失コストとの合計からライフサ
イクルコスト全体を評価する数理モデルである．提案したモデルにより，本来評価す
べき鉄道信号設備のライフサイクルコスト全体の検証が可能となる．具体的には，設
備改修コストの投資により設備改善が進み，設備故障の発生件数の減少による旅客が
被る経済的損失コストの低減効果が表現可能となることから，鉄道信号設備のライフ
サイクルコスト全体の検証が可能となることを示している． 
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図 5-1 従来の鉄道信号設備のライフサイクルとライフサイクルコストモデル 
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図 5-2 鉄道信号設備のライフサイクルコストモデル（提案モデル）  
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5.2 設備故障が旅客に与える経済的損失コストモデル 
 鉄道信号設備のライフサイクルコストを検証するには，ライフサイクルコストを適
切に数理モデル化し，コスト分析や保全計画に適用することが必要である．従来から，
産業機器や鉄道信号設備のライフサイクルコストモデルは研究・適用されてきた
[21][23-26]．しかしながら，設備故障が旅客に与える経済的損失コストという側面は
十分に考慮できていなかった．近年，先行研究[15]において，鉄道の輸送障害に遭遇
した旅客が被る経済的損失コストモデルが提案されているが，二つの課題が残されて
いる． 
そこで本節ではまず，先行研究[15]で提案された経済的損失コストモデルとこのモ
デルがもつ課題について述べる．次に先行研究[15]が提案したモデルがもつ課題を改
善した，新たな経済的損失コストモデルを提案する．  
 
5.2.1 先行研究における経済的損失コストモデル  
先行研究[15]が提案した経済的損失コストモデルの概要と，このモデルがもつ課題
を述べる． 
先行研究[15]では，輸送障害が発生した地域の時間評価値を Vt（円/分），輸送障害
に遭遇する旅客全体が損失した総損失時間を Td（人･分）としたとき，輸送障害に遭
遇した旅客が被る経済的損失コストモデル Vd（円･人）を(5-1)式で定義している． 
 
Vd＝ Vt・Td                                (5-1) 
 
しかしながら，(5-1)式で定義される輸送障害に遭遇した旅客が被る経済的損失コス
トモデルには，次の二つの課題が残されている．  
 
課題 1）時間評価値の適用が特定地域に限定されており，そのままでは他の地域に
適用できない． 
課題 2）輸送障害に遭遇した旅客が損失する総損失時間は，鉄道事業者が個別に定
めるとされ明確に定義されていない．  
 56 
 
5.2.2 新たに提案する経済的損失コストモデル 
先行研究[15]が提案したモデルがもつ，時間評価値と総損失時間に関する二つの課
題の改善について述べ，新たに先行研究[15]がもつ課題を改善した「設備故障が旅客
に与える経済的損失コストモデル」を提案する．なお，新たな経済的損失コストモデ
ルの計算には，特別な調査や一般に入手困難な企業の経営情報を必要としない，一般
公開されている官公庁データや，現場区で入手可能なデータから求められる点を考慮
している． 
 
 改善点 1）時間評価値に対しては，厚生労働省公開の各都道府県データ[27]と，先行
研究[15]で提案されている特定地域のデータとを比較し補正値を求める．
そして，この補正値を特定地域の時間評価値に乗ずることで，全都道府県
への適用を可能とした時間評価値を提案する．  
 改善点 2) 輸送障害 1 件あたりの旅客が損失した総損失時間に対しては，JR 西日本
の線区別平均通過人員データ[9]を単位時間あたりの旅客数に換算する．そ
して，この換算値に設備故障に起因する輸送障害による列車の総遅延時分
を乗ずることで，輸送障害 1 件あたりの旅客が損失した総損失時間を提案
する． 
 
次に，改善点の詳細説明と新たに提案する設備故障が旅客に与える経済的損失コス
トモデルについて述べる． 
 
(1) 時間評価値 
新たに提案する全都道府県に適用可能な時間評価値(time value)について述べる．新
たに提案する時間評価値は，まず厚生労働省ホームページ[27]に公開されている全都
道府県の現金給与総額 cp（cash payroll）と総実労働時間 twh（total actual worked hours）
から，単位時間あたりの現金給与額 cph（cash payroll per hour）を計算する（cph = cp / 
twh）．次に，求めたい都道府県の cph と先行研究[15]で示された特定地域の cph から，
(5-2)式に示す補正値 j (adjustment factor j)を計算する． 
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そして，特定地域の時間評価値 Vt（円/分）に補正値を乗じて，(5-3)式に示す全都道
府県に適用可能な時間評価値 Vp（円/分）を定義する． 
 
Vp＝ Vt・j                                 (5-3) 
 
また，表 5-1に JR西日本エリア内の主な府県の時間評価値の計算事例を示す．なお，
表中の各府県の時間評価値は，先行研究[15]で示された特定地域（大阪府）の時間評
価値に基づき計算している． 
なお，一般に輸送障害に遭遇した旅客は，列車の運転再開を待つか，あるいは迂回
経路を選択する．先行研究[15]では，特定地域における迂回経路を考慮する場合と考
慮しない場合の時間評価値の比較検証を行っている．その検証結果として，2 つの時
間評価値が同等であることと，時間評価値は特定地域とそれ以外の地域に関わらず，
迂回経路を考慮しない時間評価値を準用することについて述べられている．本論文で
も全国的な迂回経路の把握が一企業では困難なことから，先行研究[15]と同様，迂回
経路を考慮しない時間評価値を用いる．  
更に，時間帯毎に時間評価値が変化することも考えられる．先行研究[15]では，特
定地域の一日平均の時間評価値とともに，より精度の高い分析を行うため時間帯別の
時間評価値を提案している．本論文では，分析対象が全国の鉄道線区別・エリア別で
あり，分析に用いる(5-4)式のもととなる「線区平均通過人員」が一日平均のデータで
あることと，一企業では全国的な時間帯別の時間評価値の把握が困難なことから，一
日平均の時間評価値を用いる．しかしながら，今後，全国的な迂回経路，および時間
帯別の時間評価値や線区平均通過人員の情報が入手可能となった場合には，これらの
情報を用いてより精度の高い分析が可能となる． 
 
j = 
求める都道府県の cph 
特定地域の cph 
(5-2) 
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 現金給与総額
(円) 
総実労働時間
（時間） 
補正値 
j 
時間評価値 
（円/分） 
滋賀県 309,859 147.2 0.91 28.3 
京都府 279,066 140.2 0.86 26.7 
大阪府 336,238 144.7 1.00(基準) 31.2(基準) 
兵庫県 299,878 142.9 0.90 28.2 
      ※現金給与総額，総実労働時間の各データは厚生労働省ホームページ[27]による 
 
 
(2) 輸送障害時に旅客が損失する総損失時間 
新たに提案する輸送障害時に旅客が損失する総損失時間について述べる．新たな総
損失時間は「輸送障害に遭遇した旅客数（推定値）」と「列車の総遅延時分」から求め
る．輸送障害に遭遇した旅客数は，JR 西日本ホームページに公開されている各鉄道線
の旅客利用実績データ[9]である「1 日の線区平均通過人員」を単位時間（分）あたり
の平均旅客数に換算する．そしてこの換算値に，設備故障ごとに記録される，ダイヤ
遅れが生じてから正常ダイヤに戻るまでの全列車の遅延時間を累積した「列車の総遅
延時間（分）」を乗ずることで輸送障害に旅客が損失する総損失時間を求める．線区平
均通過人員 Np（人/日），各線区の旅客扱い時間 Tp（時間），列車の総遅延時分 Tt（分），
補正値を k（単線＝1，複線＝2）とした時，輸送障害時に旅客が損失する総損失時間
Td（人･分）を(5-4)式で定義する． 
 
    
 
なお，単線区間は一つの輸送障害で上下線両方の列車運行に影響がおよぶが，複線
区間は片側線の列車運転が不能となっても他方の線の列車運転は可能であることを考
慮して補正を行っている． 
表 5-1 JR 西日本エリア内の主な府県の時間評価値 
Td = 
Np 
Tp・60・k 
(5-4) ・Tｔ 
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(3) 設備故障が旅客に与える経済的損失コストモデル  
全都道府県に適用可能な時価評価値と，設備故障に起因する輸送障害発生時に旅客
が損失する総損失時間から，新たに「設備故障が起因する輸送障害発生時に旅客が被
る経済的損失コストモデル」を定義する． 
いま，i 番目の輸送障害が発生した場所の時価評価値を Vpi（円/分），i 番目の設備故
障が起因する輸送障害発生時に旅客が損失した総損失時間を Tdi（人･分），単位期間あ
たりに発生する設備故障に起因する輸送障害の発生件数を N（件）としたとき，輸送
障害 1 件あたりに旅客が被る経済的損失コストモデル（経済的平均損失コストモデル）
Vdーave（円･人）を(5-5)式で定義する． 
 
 
 
 
また表 5-2 は，鉄道信号設備を代表する軌道回路に関する JR 西日本のモデル線区に
おける，軌道回路の過去 6 年間の設備故障データ 135 件と (5-5)式から求めた経済的
損失コスト（経済的平均損失コスト）の事例である．本論文では，研究対象とするモ
デル線区を線区規模に応じて，A グループ（大都市圏：10 万人/日規模），B グループ
（地方都市圏および都市間：1 万人/日規模），C グループ（地方ローカル圏：1 千人以
下/日規模）に分け検討を行う．更に表 5-2 では，故障部位を機械的部分と電気的部分
に分類している． 
 
 
 
 
 
 
 
 
Σ Vd-ave = N 
1 
(5-5) （Vpi ・Tdi） 
i=1 
N 
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設備故障件数 
(件) 
総損失コスト 
(円･人) 
経済的平均損失コスト 
(円･人／件) 
A グループ 
機械的部分 47 4,776,463 101,627 
電気的部分 19 3,625,278 190,804 
B グループ 
機械的部分 23 1,418,412 61,670 
電気的部分 21 470,015 22,382 
C グループ 
機械的部分 15 106,223 7,082 
電気的部分 10 133,527 13,353 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 5-2 軌道回路故障に起因する経済的平均損失コスト  
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5.3 設備故障発生件数モデル 
 研究対象とする軌道回路の設備故障発生件数をモデル化する．  
まず，過去の設備故障データをもとに設備故障の発生傾向の分析を行い，設備故障
の発生傾向が偶発事象であることを示す．  
次に，偶発事象がポアソン分布で表現可能な性質を利用して，一定期間に生じる設
備故障の発生件数モデル（期待値）を提案する．更にポアソン分布による設備故障発
生傾向の考察を行う． 
 
5.3.1 設備故障の発生傾向分析 
JR 西日本エリア内のモデル線区における過去 6 年間(72 か月間)の軌道回路の設備故
障データをもとに設備故障の発生傾向の分析を行う．（図 5-3 参照） 
図 5-3 は，A，B，C の 3 グループに分類した機械的部分・電気的部分の設備故障発
生件数の累積グラフである．どのグループも機械的部分・電気的部分のグラフはとも
に線形であり，設備故障の発生傾向が偶発事象であることを示している．  
 
5.3.2 設備故障の発生件数モデル 
偶発事象がポアソン分布を用いて表現できる性質を利用して，軌道回路の一定期間
（１か月間）に生ずる設備故障の発生件数（期待値）モデルを提案する．更にポアソ
ン分布による設備故障の発生傾向の考察を行う． 
設備故障が一定期間（1 か月間）に発生する，設備故障の平均発生件数 λ（件），ポ
アソン分布により 1 か月間に xi（件）の設備故障が発生する確率 f(xi)としたとき，1
ヶ月間の設備故障の発生件数（期待値）は(5-6)式で表わされる． 
 
 
 
 
 
 
λxi・e－λ 
なお，f(xi) = 
xi ! 
(5-6) Σ 
∞  
i=1 
（ xi ・ f(xi) ） 
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(5-6)式と実データの適合性に関してはカイ 2 乗検定によって，設備故障発生件数の
少ない C グループの電気的部分を除き，ポアソン分布によるモデル化の妥当性（有意
水準：0.05）を確認した[28]．C グループの電気的部分が検定不能な理由は，設備故障
の発生件数そのものが少ないためである．  
次に，ポアソン分布による設備故障発生傾向の考察を行う．図 5-4 は(5-6)式で示さ
れる，軌道回路の 1 か月間に xi（件）の設備故障が発生する確率 f(xi)を示すグラフで
ある．図 5-4(a)より，機械的部分の故障発生件数の累積確率が 95%を超える範囲は，A
グループ（λ＝0.65）が 0～2 件，B グループ（λ＝0.32）と C グループ（λ＝0.21）が 0
～1 件である．これは列車運転本数が多く，列車通過時の振動や衝撃を受ける頻度の
高い A グループの設備故障が発生しやすい経験値と一致している．また図 5-4(b)より，
電気的部分の場合は，A グループ（λ＝0.26），B グループ（λ＝0.29）および C グルー
プ（λ＝0.14）の全てが，0～1 件と同レベルである．これは軌道回路の電気的部分は常
時電源が供給され，常に稼働状態であるとともに，列車通過時の振動や衝撃の影響を
受けにくい箇所に機器が設置されているため，グループ間で格差が生じにくいためで
ある． 
この様にポアソン分布を用いると，従来の平均値（λ）では分析できなかった，1
か月間あたりの設備故障の最大発生件数が推定できる．つまり，A グループの機械的
部分は 1 か月間に最大 2 件，B，C グループでは 1 か月間に最大 1 件の設備故障の可
能性があることを示す．これらの結果を利用し，設備故障発生件数の削減に向けた具
体的な数値目標の策定が可能となる．  
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(b) 電気的部分 
図 5-3 設備故障の発生傾向（軌道回路） 
 64 
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(a) 機械的部分 
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図 5-4 軌道回路の設備故障の発生確率（ポアソン分布） 
 
(b) 電気的部分 
故障発生件数（件/月） 
故
障
発
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確
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λ=0.65 
λ=0.32 
λ=0.21 
λ=0.26 
λ=0.29 
λ=0.14 
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5.4 設備故障が旅客に与える年間の経済的損失コストモデル 
 設備故障が旅客に与える年間の経済的損失コストモデル Vdy（円･人）を，これまで
検討を行ってきた(5-5)式から求まる輸送障害時に旅客が被る経済的平均損失コスト
モデル，および(5-6)式から求まる設備故障の発生件数モデルより(5-7)式で定義する． 
 
 
 
なお (5-7)式で定義される設備故障に起因する輸送障害が旅客に与える年間の経済
的損失コストモデルは，設備故障の発生傾向が軌道回路のように偶発故障の傾向を示
す設備に適用可能である． 
 
5.5 設備故障が旅客に与える経済的損失を考慮した設備保全に 
よる鉄道信号設備のライフサイクルコストの低減 
 設備故障が旅客に与える経済的損失を考慮した設備保全が，鉄道信号設備のライフ
サイクルコスト低減に有効であることの評価を行う．  
具体的には，設備故障が旅客に与える経済的損失の概念を，軌道回路の過去 6 年間
の保全データをもとに，軌道回路の設備保全計画，および設備故障の原因分析とその
対策検討等に適用した場合について考察する．そして，鉄道信号設備のライフサイク
ルコスト低減に対して有効であることを評価する． 
 
5.5.1 設備保全計画への適用 
設備故障が旅客に与える経済的損失の概念を，設備保全計画へ適用した場合につい
て考察する．まず，軌道回路の設備数量と設備故障に起因する輸送障害の発生件数の
関係について考察する（図 5-5 参照）．図 5-5 より A グループの設備数量と設備故障に
起因する輸送障害の発生件数の割合は，それぞれ全体の 44%と 49%，B グループは 36%
と 33%，また C グループは 20%と 18%と各グループ間の設備数量と設備故障の発生件
数の割合とは同等と考えられる．  
現行の設備保全の考え方である設備故障の発生件数を評価尺度とした場合，5.3.1 よ 
Vdy = 12 ・Vd-ave・ (5-7) （xi ・ f(xi)） Σ 
∞  
i=1 
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り軌道回路の設備故障は偶発故障であることから各グループ間の設備故障の発生頻度
は同等とみなされ，設備保全計画はグループ間で均一（A=B=C）と評価される．  
次に，設備故障に起因する輸送障害が旅客に与える経済的損失を評価尺度とした場
合を考察する．図 5-6 は，軌道回路の設備数量と，設備故障に起因する輸送障害によ
る経済的損失コストの関係を示すグラフである．A グループの設備数量と経済的損失
コストの各々の割合は，全体の 44%と 80%，B グループは 36%と 18%に縮小し，C グ
ループは 20%と 2%とさらに経済的損失コストの割合が縮小する．グループ間に格差
  
C グループ 
1,305 箇所 
20% 
A グループ 
2,814 箇所 
44% 
B グループ 
2,331 箇所 
36% 
(a) 設備数量 (b) 輸送障害発生件数 
図 5-5 軌道回路の設備数量と輸送障害発生件数 
A グループ  
66 件 
49% 
C グループ 
25 件 
18% 
B グループ 
44 件 
33% 
  
(a) 設備数量 (b) 経済的損失コスト 
図 5-6 軌道回路の設備数量と経済的損失コスト 
B グループ 
2,331 箇所 
36% 
C グループ 
1,305 箇所 
20% 
A グループ 
2,814 箇所 
44% 
A グループ 
8,402 千円･人 
80% 
B グループ 
1,888 千円･人 
18% 
C グループ  
240 千円･人 
2% 
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が生じる理由は，グループ間の経済的格差（時間評価値）や輸送障害に遭遇した旅客
が損失する総損失時間の地域間格差（鉄道線区の旅客数の差）が，経済的損失コスト
に大きく反映されるためである．更に，経済的損失コストを設備故障の削減対策の分
析に適用すると，グループ間格差，すなわち線区の重要度が定量的に評価可能となり，
重要度に応じた設備保全の優先順位（A＞B＞C）が決定される． 
 
5.5.2 設備故障の原因分析と対策検討への適用 
設備故障の原因分析とその対策検討などに，経済的損失コストを評価尺度とした概
念を適用した場合について考察する． 
 
(1) 原因分析 
設備故障発生件数と経済的損失コストデータから図 5-7 のパレート図を作成し，設
備故障の原因分析とその対策検討を行う．まず，経済的損失の総コストが最も大きい
A グループのデータ分析を行う．機械的部分の経済的損失が 57%（4,770 千円），設備
故障の発生件数も 71%（47 件）と高い割合を占めており，機械的部分の設備故障対策
の優先順位が高いことを示している．この機械的部分の設備故障対策の優先順位が高
くなる理由は，列車運転本数が多く機械的部分に列車通過時の衝撃や振動を与える頻
度の高い A グループの故障が発生しやすいことを意味している． 
次に B グループのデータ分析を行う．設備故障の発生件数は，機械的部分が 52%（23
件），電気的部分が 48%（21 件）とほぼ同じである．これに対し，経済的損失は機械
的部分が 75%（1,420 千円），電気的部分が 25%（470 千円）と，機械的部分の設備故
障が旅客に与える影響が大きいことを示している．この機械的部分の設備故障発生件
数が減少し，電気的部分の設備故障発生件数とほぼ等しくなった理由は，列車運転本
数が少ないため，機械的部分に列車通過時の衝撃と振動を与える頻度も少なくなり，
機械的部分の設備故障の発生頻度が低下したため，相対的に電気的部分の設備故障発
生件数の割合が高くなることを意味している．更に C グループのデータを分析すると，
設備故障の発生件数は機械的部分と電気的部分とがほぼ同等であるが，経済的損失に
ついては，機械的部分と電気的部分ともに経済的損失がほとんど見られないことを示 
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絶縁部
ボンド類
送信部
受信部
ケーブル
Z B
小型機器
原因不明
経済的損失コスト
（百万円）
故障発生件数
（件）
32
15
6
4
4
3
1
1
3.25
1.52
1.15
0.76
0.76
0.57
0.19
0.19
11
12
3
8
1
3
5
1
絶縁部
ボンド類
送信部
受信部
ケーブル
Z B
小型機器
原因不明
0.68
0.74
0.07
0.18
0.02
0.07
0.11
0.02
故障発生件数
（件）
経済的損失コスト
（百万円）
(a) A グループ 
(b) B グループ 
図 5-7 軌道回路の故障原因分析（次ページに続く） 
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している． 
以上より，設備故障発生件数より経済的損失コストによる分析結果のほうが，設備
故障原因や旅客に与える損失を表現可能とする範囲が広く優れていることを明らかに
した． 
 
(2) 対策検討 
パレート図を用いて経済的損失コストの大きい設備故障モードの対策を検討する．
図 5-7 より対策検討の対象となるのは機械的部分，すなわちレール絶縁とボンド類の
対策である． 
レール絶縁の対策としては，鉄製のレール継目板とレール絶縁部品（絶縁プレート，
絶縁チューブ類）を一体化した樹脂製継目板の採用を検討中である．レール絶縁の設
備故障は，「故障原因 1：季節の気候変動によるレール伸縮や列車通過時の衝撃・振動
によるレール絶縁部品の損傷」，および「故障原因 2：レール・車輪・制輪子の摩耗に
より発生する，金属片による隣接軌道回路との短絡」に大別できる．対策としては，
5
10
0
0
4
1
5
0
絶縁部
ボンド類
送信部
受信部
ケーブル
Z B
小型機器
原因不明
0.04
0.07
0
0
0.05
0.01
0.07
0
故障発生件数
(件)
経済的損失コスト
(百万円)
(c) C グループ 
図 5-7 軌道回路の故障原因分析 
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樹脂製継目板による部品点数の削減によりレール絶縁部品の損傷による輸送障害が防
止できる． 
またボンド類の対策としては，従来の取付け工法に比べ 2 倍の耐用寿命をもつ新工
法の採用と，ボンド類の取付け本数の 2 本化（2 重化）から 4 本化（4 重化）を実施中
である．さらに定期点検の合間に軌道検測車の撮像画像による確認を実施し，従来の
半分の周期でボンド類の脱落・非脱落状態の確認を行う．これらの対策により，ボン
ド類の脱落防止とともに，万一脱落した場合にも早期発見する取組みとを組合せ，設
備故障に起因する輸送障害件数の半減と経済的損失コストの低減を目指す． 
 
(3) 対策効果の検証 
軌道回路の機械的部分の対策効果の検証と考察を行うため，シミュレーションを行
った．シミュレーションには過去 6 年間の設備故障データを用い，5.5.2(2)に示す軌道
回路の設備故障の各種対策を実施した前後の経済的損失コストを比較検証する．なお，
今回は，軌道回路の機械的部分の各種対策により，機械的部分の設備故障の発生件数
50%削減を想定した場合のシミュレーションを実施した．  
まず，対策前の経済的損失コストを求める． (5-5)式より，A から C 各グループの
輸送障害 1 件あたりに全旅客が被る経済的平均損失コスト（Vdーave）を求める．そし
て，設備故障データから求まる A から C 各グループの 1 か月間あたりの設備故障の平
均発生件数（λ）を(5-6)式に代入し，(5-5)式と(5-6)式で定義される (5-7)式より，年間
の経済的損失コストを求める．更に，その結果を 6 年間の経済的損失コストに換算し
た結果を表 5-3(a)に示す．なお，(5-2)式は(5-3)式において，また(5-3)式と(5-4)式は(5-5)
式において，時間評価値および総損失時間の計算に用いられる． 
次に，対策後の経済的損失コストを求める．機械的部分の設備故障の発生件数の 50%
削減は，A から C 各グループの 1 か月間あたりの設備故障の平均発生件数（λ）を 50%
低減し (5-6)式に代入する．そして(5-7)式より年間の経済的損失コストを求める．更
に，その結果を 6 年間の経済的損失コストに換算した結果を表 5-3(b)に示す． 
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 経済的平均損失 
コスト(Vdーave) 
設備故障の平均 
発生件数(λ) 
6 年間の経済的損失 
コスト(Vdy) 
円･人／件 件／月 百万円 
A 
グループ 
機械的部分 101,627 0.65 4.78 
8.41 
電気的部分 190,804 0.26 3.63 
B 
グループ 
機械的部分 61,670 0.32 1.42 
1.89 
電気的部分 22,382 0.29 0.47 
C 
グループ 
機械的部分 7,082 0.21 0.11 
0.24 
電気的部分 13,353 0.14 0.13 
 
 
 経済的平均損失 
コスト(Vdーave) 
設備故障の平均 
発生件数(λ) 
6 年間の経済的損失 
コスト(Vdy) 
円･人／件 件／月 百万円 
A 
グループ 
機械的部分 101,627 0.33 2.39 
6.02 
電気的部分 190,804 0.26 3.63 
B 
グループ 
機械的部分 61,670 0.16 0.71 
1.18 
電気的部分 22,382 0.29 0.47 
C 
グループ 
機械的部分 7,082 0.10 0.05 
0.18 
電気的部分 13,353 0.14 0.13 
 
 
 
 
(b) 対策後 
表 5-3 経済的損失コスト事例（軌道回路） 
(a) 対策前 
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更に図 5-8 は，対策前後の経済的損失コストの比較検証のため，表 5-3 のデータを
設備故障の対策実施前後のそれぞれのコストに集約した結果である．最初の対策前の
経済的損失コスト 10.5 百万円は，表 5-3(a)の A から C 各グループの対策前の経済的損
失コストの合計である．2 つ目の全グループに設備故障対策を実施した場合の経済的
損失コストは，表 5-3(b)の A から C 全グループの経済的損失コストを合計した 7.38
百万円（29.9%低減）である．以下同様に，設備故障の影響が少ない C グループを除
く A,B グループに対策を実施した場合 7.43 百万円（29.4%低減），そして A ｸﾞﾙｰﾌﾟ単
独の場合 8.14 百万円（22.7%低減）となる． 
分析の結果，設備故障対策の費用対効果を考慮した場合，必ずしも A から C 全グル
ープに対して全国均一の設備投資を行う必要のないことを示している．つまり，全グ
ループに対策を実施した場合の低減効果（29.9%減）と，C グループを除く A,B グル
ープに対策を実施した場合の低減効果（29.4%減）に大きな差異は見られない．これ
は A,B グループの対策実施で効果の大部分が現れており，A,B グループへの対策実施
の優先順位が高いことを意味する．さらに，A グループに対策を実施した場合の低減
効果（22.7%減）と B グループにも対策を実施した場合の低減効果（6.7%減）を比較
すると，対策実施の優先順位が A>B であると判断できる．この様に，経済的損失を評
価尺度としたシミュレーションを事前に実施することにより，設備改修の費用対効果
 
0 2 4 6 8 10 12
対 策 後
(Aグループ)
対 策 後
(A,Bグループ)
対 策 後
(全グループ)
対 策 前
(全グループ) 10.5百万円
7.38百万円(△29.9％)
7.43百万円(△29.4％)
8.14百万円(△22.7％)
図 5-8 設備故障の対策効果 
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の検証，対策実施範囲の判定，および対策実施の優先順位の策定が可能となる． 
本節で提案を行った，設備故障に起因する輸送障害が旅客に与える経済的損失コス
トの概念を設備保全に適用した場合の効果は，  
 
・設備故障が旅客に与える経済的損失コストを数理モデル化することにより，設備
改修の費用対効果の検証が可能となる． 
・従来の設備故障発生件数の分析だけでは評価が難しかった，大都市圏・地方都市
圏および都市間・地方ローカル圏における線区特状を考慮した設備保全計画や，
設備保全実施の優先順位の策定が可能となる． 
・設備故障対策に伴う設備改修範囲の評価が可能となる．  
 
以上 3 点である． 
これらの取組みを通じて，経済的資源や人的資源の限られた保全資源の効果的な投
資が可能となり，設備故障が旅客に与える経済的損失を考慮した設備保全が費用対効
果の優れた設備保全，すなわち鉄道信号設備のライフサイクルコスト低減に有効であ
ることがシミュレーションの結果から確認できた．  
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第６章 今後の研究課題 
 
これまで，鉄道信号設備の設備故障が旅客に与える経済的損失コストについて述べ
てきた．次の研究の進展として，設備故障が旅客以外に影響を与えるケースにまで検
討範囲を拡げた経済的損失コストモデルの検討を行う．本章では，設備故障の影響が
旅客以外（道路交通）に影響をおよぼす踏切保安装置をテーマとして，まず，踏切保
安装置の設備故障が道路交通に与える経済的損失コストモデルを提案する．次に，踏
切保安装置の故障事例をもとに経済的損失コストを試算し，試算結果の分析と考察を
行う．最後に，考察結果から今後の課題を述べる[8]． 
 
6.1 設備故障が旅客以外に与える経済的損失コストモデル 
 本節ではまず，踏切保安装置の設備故障が旅客以外の道路交通に影響を与える経済
的損失コストモデルを提案する．次に提案するモデルの構成要素である時間評価値，
および設備故障により踏切通過を待たされる踏切交通量について述べる．  
 
(1) 経済的損失コストモデル 
踏切保安装置の設備故障によって，自動車・歩行者などが踏切通過を遮断される（待
たされる）ことで発生する，経済的損失コストを提案する． 
踏切通過を待たされる自動車・歩行者が持つ単位時間あたりの時間評価値を Vti（円
／分），踏切保安装置の設備故障により踏切通過を待たされる踏切交通量を Ri（人・
台・分）としたとき，踏切保安装置の設備故障 1 件あたりに道路交通におよぼす経済
的損失コストモデル Vd（人・台・円）を（6-1）式で定義する． 
 
                                (6-1) 
        
 
 
ただし，i は分類種別（i=0：自動車類，1：歩行者･軽車両） 
∞ 
Σ Vd＝ ( Vti・Ri ) 
i=0 
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(2) 時間評価値 
踏切保安装置の設備故障により，踏切通過を待たされる自動車・歩行者等が持つ単
位時間あたりの時間評価値について述べる．時間評価値は，連続立体交差事業時に踏
切道廃止による経済効果の査定に用いられる，国土交通省道路局公表の時間評価値
[29]に基づく（表 6-1 参照）． 
なお本論文では，調査分類を自動車類と歩行者・軽車両の 2 分類としている．この
理由は，国土交通省公表の時間評価値[29]の自動車の分類（5 分類：乗用車，バス，乗
用車類，小型貨物車，普通貨物車）と，鉄道事業者が 5 年に一度実施する踏切道実態
調査の自動車の分類（3 分類：大型自動車，普通･小型･軽自動車，バイク）が異なる
ためである．今後 2 つの調査区分を合わせることで，さらに精度の高い分析が可能と
なる． 
 
(3) 踏切通過を待たされる踏切交通量  
踏切保安装置の設備故障により踏切通過を待たされる踏切交通量について述べる．
踏切交通量は，踏切道実態調査データと設備故障による踏切遮断時分（実測値）から
求める．まず，当該踏切の 1 日あたりの踏切交通量(台/日)から単位時間あたりの踏切
交通量 CTi（台/分）を(6-2)式より求める． 
 
 
 
 
 
次に，当該踏切の単位時間あたりの踏切交通量 CTi（台/分）に，設備故障による踏
切遮断時分(分)を乗じて，設備故障により踏切通過を待たされる踏切交通量 Ri（人･
台･分）を(6-3)式で定義する． 
 
Ri ＝CTi ・踏切遮断時分(分)                   (6-3) 
 
CTi = 
当該踏切の 1 日あたりの踏切交通量 
24(時間)・60(分) 
(6-2) 
ただし，i は分類種別（i=0：自動車類，1：歩行者･軽車両） 
 
ただし，i は分類種別（i=0：自動車類，1：歩行者･軽車両） 
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区 分 時間評価値（円／分） 
大型自動車  
52.62 普通･小型･軽自動車 
バイク 
歩行者 
25.57 
軽車両 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 6-1 踏切保安装置に適用する時間評価値 
特記事項：踏切道実態調査データの区分との整合性を取るため， 
自動車類は国交省データの換算値（平均値）を用いた 
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6.2 設備故障が旅客以外に与える経済的損失コストの試算と考察 
 踏切保安装置の故障事例をもとに経済的損失コストの試算を行い，試算結果につい
ての考察と今後の課題を述べる． 
 
(1) 経済的損失コストの試算事例 
JR 西日本エリア内のモデル線区を，A グループ（大都市圏），B グループ（地方都
市圏および都市間），C グループ（地方ローカル圏）の 3 グループに分類し，それぞれ
の線区で発生した踏切保安装置の設備故障が道路交通と旅客に与える経済的損失コス
トの試算事例を示す（図 6-1 参照）． 
 
〇試算の前提条件（踏切制御子の故障）  
【A グループ】N 踏切（兵庫県） 
・影響を受けた踏切交通量：大型自動車 6 台，普･小･軽自動車 92 台，バイク 37 台， 
軽車両 1,069 台，歩行者 254 人 
・列車影響：列車影響本数：111 本(複々線)，列車遅延時分(延べ)：1074 分 
【B グループ】T 踏切（滋賀県） 
・影響を受けた踏切交通量：大型自動車 170 台，普･小･軽自動車 232 台，バイク 3 
台，軽車両 4 台，歩行者 1 人 
・列車影響：列車影響本数：12 本(複線)，列車遅延時分(延べ)：60 分 
【C グループ】O 踏切（奈良県） 
 ・影響を受けた踏切交通量：大型自動車 0 台，普･小･軽自動車 102 台，バイク 16 
台，軽車両 375 台，歩行者 307 人 
 ・列車影響：列車影響本数：8 本(単線)，列車遅延時分(延べ)：54 分 
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(a) 道路交通に与える経済的損失コスト 
(b)旅客に与える経済的損失コスト 
図 6-1 踏切保安装置故障に伴う経済的損失コストの試算事例 
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図 6-1(a)に示した踏切保安装置の設備故障が道路交通に与える経済的損失コストは，
A グループの損失コストが大きい一方，B，C グループの損失コストはほぼ同等であ
る（損失の大きさ：A>B≒C）．この理由は，設備故障が旅客以外に与える影響は，鉄
道線区の特状よりもむしろ当該設備の地域における重要性，つまり踏切保安装置の場
合には，道路交通量などの条件が影響するためである． 
これに対し図 6-1(b)に示す設備故障が旅客に与える影響は，先行研究[3-7]と同様に
A･B･C 各グループの列車運転本数や，設備故障に起因する輸送障害に遭遇した旅客数
などの線区特状が影響している（損失の大きさ：A>B>C）． 
 
(2) 試算結果の考察と今後の課題 
経済的損失コストを試算した結果についての考察と今後の課題を示す． 
設備故障が旅客以外に与える影響を考慮した場合には，設備強化などの設備保全の
優先順位が，A グループが最も高く，かつ B，C グループは同等であることが分かっ
た（A>B≒C）．これに対し，設備故障が旅客に与える影響を考慮した場合には，設備
保全の優先順位が，先行研究 [3-7]で検討した同じ結果となることが再確認された
（A>B>C）．これは，設備故障が旅客以外に与える設備に関しては，線区別ではなく，
設備ごとに設備故障に伴う経済的損失コストを算出し，設備強化や設備保全計画を策
定する必要があることを意味する．すなわち，鉄道信号設備全体の費用対効果を考慮
した効率の良い設備保全を行うためには，設備の特徴をよく表した指標に基づいて設
備保全を行うことが重要である．  
これまでの研究において，鉄道信号設備の設備故障により生ずる経済的損失コスト
の数理モデルは準備が整ったと考えている．今後は，引き続きこれらの数理モデルの
組合せによる評価手法の確立，および経済的損失コスト計算のさらなる精度向上を実
現する取組みを継続する予定である．これからの検討すべき課題を示す． 
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課題 1）旅客が被る経済的損失と，旅客以外が被る経済的損失が競合した場合の評  
価手法を検討することが必要である．  
課題 2）踏切道実態調査の調査区分と，国土交通省公表の時間評価値[29]の自動車に 
関する時間評価値の区分を合わせ，より精度の高い経済的損失コストを算出 
することが必要である． 
課題 3）国土交通省公表の時間評価値[29]は全国一律であり，都道府県ごとの地域間  
格差が考慮されていない点を解決することが必要である． 
課題 4）本論文に適用した時間評価値は，年間の平均値である．休日は観光目的の  
交通量が増加する，あるいは産業道路のため平日の交通量が多くなるなど  
は考慮していない．平日と休日の時間評価値を補正することが必要である． 
課題 5）本論文に適用した踏切交通量は，平日の一日の平均値である．踏切道実態  
調査データは 1 時間ごとの踏切交通量の分析が可能である．朝夕の通勤時 
間帯や，データイムなどの時間帯ごとの詳細な分析も今後検討が必要である． 
 
以上より今後の取組みとして，検討すべき課題の解決と，これまで提案してきた数
理モデルの活用およびこれらの組み合わせによって，さらなる費用対効果の優れた設
備保全手法の提案に向けた取組みを継続する予定である． 
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第７章 結論 
 
本論文では，鉄道利用者の減少が予想されているなかで鉄道事業者が求められてい
る，継続可能な鉄道事業運営のための費用対効果の優れた設備保全手法への転換，す
なわち鉄道信号設備のライフサイクルコスト低減に関する検討を行った．まず，新し
い鉄道信号設備のライフサイクルコストモデルの提案と，ライフサイクルコストの中
で設備の維持管理に要する保全コストが多くを占めることを示した．次に，保全コス
トの最適化のため，保全コストの構成要素のうち毎年一定額を必ず必要とする点検コ
ストに関係する設備保全項目の再検討（設備保全項目の最適化）[1][2]，および設備故
障が旅客に与える経済的損失コストを考慮した設備保全[3-7]の最適化について提案
を行った．さらに，次の研究の進展に向け設備故障が旅客以外に与える経済的損失コ
ストモデルの提案と今後の検討課題について述べた[8]． 
 
 つぎに，観点ごとに，本研究で得られた成果をまとめる．  
鉄道信号設備のライフサイクルコストと設備保全  
 第 2 章では，鉄道信号設備のライフサイクルコストと設備保全手法の基本的な考え
方を整理したうえで，産業機器の設備保全手法の変遷について述べた．  
鉄道信号設備の耐用年数は 20〜30 年と長い設備が多く，ライフサイクルの中で 1
回づつしか発生しない調達コストや廃棄コストに比べ，設備を使用する限り毎年発生
する保全コストがライフサイクルコストの中で多くを占めている．更に，現行の設備
保全手法は TBM（時間基準保全）による．TBM は均一的な設備保全が可能であり，
設備の信頼性向上に一定の成果をあげてきたが，個々の設備の状態，設置環境，およ
び使用状況を考慮しないため，過剰な設備保全を行う傾向にある．従って，保全コス
トの最適化が，鉄道信号設備のライフサイクルコスト低減において有効であることを
明らかにした． 
また，産業機器の保全手法の変遷に関しては，事後保全から予防保全，そして予防
保全も TBM から CBM（状態基準保全）へと変遷している．最近は，鉄道と同様に大
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型化・複雑化したシステムやインフラ設備を持ち，予防保全コストの高騰を課題とし
ていた企業の中で，RCM（信頼性重視保全）や RBM（リスクベース保全）などの新
しい保全手法の概念を取り入れ予防保全コストの最適化と，システムやインフラ設備
のライフサイクルコストの低減を実現した実例を示した．  
 
安全性・信頼性を考慮した設備保全項目の再検討  
 第 4 章では，設備を使用する限り毎年必ず一定額を必要とする点検コストに関係す
る，設備保全項目の最適化について述べた[1][2]． 
研究対象とする軌道回路について，機器構成や各機器が持つ機能の再評価に基づき
設備保全項目の再検討（最適化）を行った結果，従来の 30%にまで絞り込んだ設備保
全項目としても，従来の保全手法（TBM）と同レベルの安全性・信頼性を維持できる
ことを明らかにした．設備保全項目の絞り込みにより，設備点検の効率が向上し点検
コスト低減に効果があること．また，将来の少子高齢化対策として検討中の設備点検
の機械化の適用範囲の拡大に関する事項についても述べた[17]． 
なお，従来の保全手法と同じレベルの安全性・信頼性を維持することの妥当性評価
は，高い安全性・信頼性を求められるシステムや設備の安全性・信頼性評価に実績の
ある，FMEA（故障モード影響解析）と FTA（故障の木解析）を用いた．FMEA と FTA
を用いた理由は，同種の保全手法である RCM が，FMEA により予防保全と事後保全
項目を選択するのに対し，本手法は， FMEA と FTA が互いに持つバックチェック機
能により，本論文で提案した設備保全項目による故障モードの検出漏れ防止対策を強
化したためである． 
 
設備故障が旅客に与える経済的損失コストを考慮した設備保全  
 第 5 章では，設備改修による設備故障の低減効果がライフサイクルコストに与える
影響について評価されてこなかった点に関して考察した[3-7]． 
 まず，先行研究で提案されている「輸送障害に遭遇した旅客の経済的損失コストモ
デル」が持つ 2 つの課題の改善策を提案した．時間評価値の適用が特定地域に限定さ
れている課題については，厚生労働省が公開する各都道府県データと先行研究が提案
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する特定地域のデータ比較し，比較した結果から求まる補正値と特定地域の時間評価
値を乗じることで「時間評価値の全都道府県への適用」を可能としたことを示した．
また，鉄道事業者が個別に定めるとされている「輸送障害に遭遇する旅客が損失した
総損失時間」の課題については，JR 西日本が公開する「線区別平均通過人員データ」
に，研究対象とする軌道回路の設備故障の発生傾向が偶発事象であるとの結果から，
ポアソン分布を用いて求めた「設備故障の発生件数（期待値）」を乗じることで総損失
時間とすることを示した．経済的損失コストの数理モデル化により，鉄道信号設備の
設備故障に起因する輸送障害が旅客に与える経済的損失コストの算出が可能となり，
設備保全に関する事前シミュレーションを通じ，設備改修に対する設備故障の低減効
果などの事前検討が可能となることを述べた． 
さらに，軌道回路の設備故障対策に関する事前シミュレーションの結果，従来の全
国一律の保全手法では 29.9%の低減効果が見込まれるのに対し，設備改修の費用対効
果を考慮した地方ローカル圏を除く大都市圏と地方近郊圏および都市間に優先的に対
策を実施した場合には 29.4%の低減効果が見込まれ，対策効果の約 98%が 2 つのエリ
アに集約されることを明らかにした．これは，継続可能な鉄道事業運営の維持には，
限られた経済的資源や人的資源などの保全資源を有効活用することが重要であり，全
国一律ではなく費用対効果を考慮した設備保全を行うことの妥当性を示している．な
お，各種対策の実施には，ステークホルダとのコンセンサス形成も大切である．  
 
今後の研究課題とまとめ 
 第 6 章では，次の研究の進展として，設備故障が旅客以外に与える経済的損失コス
トモデルの提案と，今後の課題について考察を行った  [8]． 
これまで，鉄道信号設備の設備故障が旅客に与える経済的損失コストについてのみ
検討してきたが，次の研究の進展として，踏切保安装置のように設備故障が道路交通
などの旅客以外にも影響をおよぼす範囲まで拡げ考察を行った．まず，「踏切保安装置
の設備故障により自動車・歩行者が踏切通過を遮断される経済的損失コスト」を数理
モデル化した．このモデルは，国土交通省が連続立体交差事業の査定に利用する「踏
切道を通行する自動車・歩行者が持つ時間評価値」と，鉄道事業者が行う踏切道実態
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調査から得られる「踏切交通量」，および設備故障による「踏切遮断時分（実測値）」
から定義した．次に，踏切保安装置の設備故障対策に関するシミュレーションの結果，
設備故障が旅客以外に与える影響は，当該設備の地域における重要性，つまり，踏切
保安装置の場合には道路交通量などの要素が大きく影響することが分かった．また，
設備故障が旅客に与える影響は，これまでの検討と同様，鉄道線区の特状によること
を再確認した．そして，これらの比較検証を通じ，旅客と旅客以外の経済的損失コス
トが競合した場合の評価手法の検討の必要性など，今後継続して取組むべき課題を抽
出した． 
本論文では，継続可能な鉄道事業運営のため鉄道信号設備のライフサイクルコスト
の低減に効果のある，点検項目の最適化による設備点検の効率化，および設備故障か
ら生じる経済的損失コストや設備改修による設備故障の低減効果をライフサイクルコ
ストに反映させることが保全コストの最適化，すなわち鉄道信号設備のライフサイク
ルコスト低減に有効であることを明らかにした．  
しなしながら，電子技術や情報処理技術のハード面，保全手法のソフト面の技術は
日々進歩しており，鉄道事業者は，定期的に鉄道信号設備の設備保全項目の見直しを
行い，その時代にふさわしい最適な設備保全項目を維持する取組みの継続が必要であ
る．更に，設備故障から生じる経済的損失コストの設備保全への反映に関しても，旅
客と旅客以外の経済的損失コストが競合した場合の評価手法の検討や，曜日ごと，あ
るいは時間帯ごとの補正などの検討項目について，今後も研究を継続する必要がある． 
 最後に，本論文が，継続可能な鉄道事業運営に向けた，鉄道信号設備のライフサイ
クルコスト低減に関する研究の一助となれば幸いである．  
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鉄道信号設備のライフサイクルコスト低減に 
関する研究に関連する文献サーベイリスト 
 
  著者，文献名，出展，概要 
1 著者 塩見 弘，島岡 淳，石山敬幸  
文献名 "FMEA,FTA の活用" 
出展 日科技連信頼性工学シリーズ第 7 巻，日科技連出版社，1983. 
概要 設備やシステムの潜在的な欠陥を見いだすための，安全性評価の
代表的な手法である FMEA・FTA に関して，FMEA と FTA の特徴・
評価方法，具体的な適用事例について述べている． 
2 著者 道上 勉，向殿政男 
文献名 “信頼性・安全性工学” 
出展 EE Text 信頼性・安全性工学，株式会社オーム社，2009 
概要 独自に発展してきた信頼性工学と安全性工学との統合，および信
頼性・安全性と工学的知識を紐づけした技術図書である． 
3 著者 板倉 栄治 他  
文献名 "軌道回路の Q＆A"  
出展 日本鉄道電気技術協会，1999. 
概要 鉄道信号設備の保守・工事に従事する担当者からの軌道回路に関
する各種疑問や質問，特に日本鉄道電気技術協会が主催する講習会
や教育の場で出た質問の Q&A を取りまとめている． 
4 著者 板倉 栄治 他 
文献名 "軌道回路" 
出展 鉄道電気技術者のための信号概論第 9 巻, 日本鉄道電気技術協
会，1993. 
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概要 鉄道電気の基礎を理解したレベルの技術者を対象とし，各種軌道
回路の特徴，保守の勘所やその経緯，背景について述べている． 
5 著者 国立社会保障・人口問題研究所 
文献名 "日本の地域別将来推計人口（平成 25(2013)年 3 月推計）－都道
府県別にみた推定結果の概要－" 
出展 http://www.ipss.go.jp/pp-shicyoson/j/shicyoson13/2gaiyo_hyo/gaiyo.asp  
概要 国立社会保障・人口問題研究所（人口構造研究部）が推計したデ
ータ．具体的には，平成 22(2010)年の国勢調査をもとに，都道府県
別に将来の人口推計を示している．  
6 著者 厚生労働省 大臣官房統計情報部雇用・賃金福祉統計課  
文献名 "毎月勤労統計調査地方調査年平均分析結果概要（平成 24 年）" 
出展 http://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/monthly/24/year.html  
概要 賃金，労働時間等の変動を明らかにするため厚生労働省が実施す
る，統計法（平成 19 年法律第 53 号）に基づく，国の基幹統計調査
データを示している． 
7 著者 西日本旅客鉄道株式会社  
文献名 "データで見る JR 西日本 2013" 
出展 http://pamph.jr-odekake.net/ view_ pamph20.view_pamph20.php?ci= 
jrdata 2013，pp.56，西日本旅客鉄道株式会社 広報部 
概要 西日本旅客鉄道株式会社の会社・株式・各種事業に関する，一般
に公開されたデータ集である． 
8 著者 髙田祥三 
文献名  "ライフサイクル・メンテナンス―LCC を最適化する論理的・合
理的設備管理―" 
出展  JIPM ソリューション, 2006. 
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概要 メンテナンスを製品や設備の運用段階だけに限定するのではな
く，ライフサイクル全体の設計・管理の方針に従って考慮すべきと
の考えに基づき，メンテナンス方式の合理的な決定方法について述
べている． 
9 著者 髙田祥三 
文献名 “ライフサイクルメンテナンス” 
出展 JR EAST Technical Review-No.39， 
https://www.jreast.co.jp/development/tech/pdf_39/Tech-39-01-04.pdf 
概要 これまでの大量生産・大量消費・大量廃棄から，ストック型社会
や資源環境問題の観点からメンテナンスを考える必要性を示して
いる．具体的には製造業の役割を，製品の提供から機能の提供にシ
フトさせるビジネスモデル（製品にメンテナンスサービスを合わせ
て提供するビジネスモデル）について述べており，航空機のジェッ
トエンジンなどを例にメンテナンスの効率化によるライフサイク
ルコストの改善が，企業の収益向上に効果が見られた事例を述べて
いる． 
10 著者 青木繁伸 
文献名 “R による統計処理 ポアソン分布への適合度の検定”  
出展 http://aoki2.si.gunma-u.ac.jp/lecture/GoodnessOfFitness/poissondist.ht
ml 
概要 R を用いた各種統計分析や検定手法について述べている．  
11 著者 山田剛史，杉澤武俊，村井潤一郎  
文献名 "R によるやさしい統計学" 
出展 オーム社, 2008. 
概要  統計学の基礎理論を簡潔に解説しながら，R による各種データ
の統計的分析手法や検定手法について述べている． 
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12 著者 夏目 武，門奈哲也，古野紀雄，中島洋行 ,  
文献名 "入門ライフサイクルコスティング―新たな管理指標  ライフサ
イクルコストの導入と活用―" 
出展  日本信頼性学会 Lcc 研究会（編）,日科技連出版社，2013. 
概要 ライフサイクルコスティング全体の概念・手法・プロセスの解説，
および適用事例を通じてライフサイクルコスティングの意義と活
用の解説がなされている． 
13 著者 山本正宣，中村英夫 
文献名 "The Trust on Dependability and Safety of Railway Signalling System  
An Investigation on LCC"， 
鉄道信号システムの信頼性・安全性の確保 LCC からの検討 
出展 日本信頼性学会誌, vol.35, no.4, pp.206-213, July.2013. 
概要 鉄道システムの経済性が，製造・導入コストで論じられる場合が
多いことに対し，運用・保全・事故損失・廃棄までを含んだライフ
サイクルコスト（LCC）で評価する事を述べている．そして，運転
事故・輸送障害および安全投資・修繕費比率から考察すると，建設
当初から安全機能の高い設備でシステム構築した方が事故発生件
数が少なく，収益に対する安全投資額および固定費に対する修繕費
の比率が少ないため LCC が安価になることを述べている． 
14 著者 武藤雅威, 
文献名 "An Evaluating Method for an Economic Loss of the Passengers Who 
Encountered with Railway Transport Disorders"， 
輸送障害に遭遇した旅客の経済損失評価法  
出展 第 16 回鉄道技術連合シンポジウム講演論文集， no.09-65，
pp.441-444，Dec.2009． 
概要 鉄道において輸送障害が発生すると，旅客に対し時間や費用の損
失を与える．特に大都市の鉄道においては，多くの列車の運休や遅
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延が大きな損失に繋がることから，国土交通省交通政策審議会にお
いて「輸送障害の影響の最小化を目的とした効率的な対策実施のた
め，総遅延時間をはじめとする新たな評価指標の検討が必要」との
答申がなされ，輸送障害の影響度の定量化が求められている．本論
文では，大都市（大阪）における輸送障害による被害規模を旅客の
経済的損失の観点から定量的に評価する指標について述べている． 
15 著者 岩田浩司, 平栗滋人, 渡辺郁夫, 平尾裕司 
文献名 "A Decision Methods of Measures for the Achievement of Targeted 
Availability on Railway Signalling Systems"，  
鉄道信号設備の目標アベイラビリティ達成のための対策決定法  
出展 日本信頼性学会誌, vol.38, no.1, pp.67-74, June.2016. 
概要 鉄道信号設備は，設備の障害が重大事故に繋がる可能性が大き
く，高い安全性が要求されている．近年 RAMS 国際規格が制定さ
れ，安全性に加えアベイラビリティ（安定性）の評価が求められて
いる．そこで本論文では，アベイラビリティを指標とした鉄道信号
設備の評価方法を提案している．具体的には，目標とするアベイラ
ビリティを達成するために適用する対策を，信頼性に関わる障害の
発生頻度の低減効果と，保守性に関わる設備の停止時間の短縮効果
の両面から評価する手法について述べている． 
16 著者 加藤 博和  
文献名 "State of the Art on the Application of Life Cycle Assessment in the 
Field of Transport"， 
交通分野へのライフサイクルアセスメント適用  
出展 国際交通安全学会誌,vol.26,no.3,pp. 55-62, June.2000. 
概要 ライフサイクルアセスメント（LCA）の研究が 1970 年代より始
まり，1980 年代には製品・サービスの地球環境に与える影響を定量
化する方法として，また，1990 年代には ISO14000 シリーズの環境
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負荷評価手法として研究がなされてきた歴史的経緯を述べている．
そして，LCA を交通分野に適用に関する事例として，輸送機械を対
象とした事例と，日本で発達したインフラ設備を対象とした事例と
に分け紹介し，今後の交通分野における LCA 研究の方向性（整備・
運営主体のコストのみならず社会全体の便益を考える必要がある
こと）を述べている． 
17 著者 平子 啓二, 
文献名 設備の重要度と信頼性解析を判断基準とした機械設備の維持  
管理 
出展 日本建設機械化協会,no.692,pp. 34-40, Nov.2007. 
概要 治水・利水施設の機械設備に対し，効率的な維持管理実現のため．
従来の画一的な予防保全から，FMEA や RCM 解析の信頼性工学の
評価手法を適用し，設備の特性に応じ，事後保全・点検周期の延長・
点検項目の削減などを採用することにより，保全作業の合理化とコ
スト削減を図った取組みに関して述べている．  
18 著者 関西電力㈱ 
文献名 リスクベースメンテナンス（RBM）手法の導入による火力発電所
メンテナンスコストの大幅な削減について～火力発電所の新保全
システムの開発～ 
出展 http://www.kepco.co.jp/corporate/pr/2002/0128-1j.html 
概要 火力発電所の設備において，RBM 手法を導入した新しい保全計
画策定システムを開発し，安全性と発電品質を低下させることなく
点検，改修費を従来コストの 50%程度に大幅に削減した事例につい
て述べている． 
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19 著者 東日本旅客鉄道株式会社 JR 東日本研究開発センター テクニ
カルセンター所長 横山 淳 
文献名 第 19 回 R&D シンポジウム ICT を活用したメンテナンス業務の
革新について 
出展 http://www.jreast.co.jp/development/.../Tech-42-26-39.pdf 
概要 設備管理手法の TBM から CBM への移行，および設備故障に伴
う列車遅れにより会社が被る損害をリスクとして考える，アセット
マネジメントの導入によって，メンテナンスコスト半減に向けた取
り組みに関して述べている． 
20 著者 結城淳一 
文献名 “鉄道信号のあゆみ” 
出展 鉄道信号発達史 伸びゆく信号とそのノウハウ創立 50 周年記念 
号，pp.17-18, 社団法人 信号保安協会，April.1980． 
概要 鉄道信号の誕生から近年までの歴史と背景を解説した資料  
21 著者 電気関係技術基準調査研究会 
文献名 "鉄道技術者必見 解説 鉄道に関する技術基準（電気編）" 
出展 一般社団法人 日本鉄道電気技術協会，July.2002. 
概要 平成 13 年に公布された鉄道の技術基準に関する省令やその解釈
基準に関する解説書である．省令を制定した時点における技術的根
拠や事例をもとに，各規程が定められた考え方や，従来の規程から
の変遷について述べている． 
22 著者 小林 浩, 大島誠一郎 
文献名 "Sophistication of Maintenance of Electrical Installation Based on As-
set Management"， 
アセットマネジメントを活用した需要設備の保全高度化  
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出展 平成 28 年度電気学会全国大会講演論文集，第 4 分冊，no.4-S17-7，
pp.S17(19)-S17(22)，Mar.2016． 
概要 電力需要家内で使用されている電気設備保全へのアセットマネ
ジメント適用に関する内容である．現行の設備保全計画では，各種
保全方式（BM，TBM，CBM）の選択は，過去の経験に基づくもの
が多く定量的な評価によるものではない．そこで，設備の経年劣化
や故障発生リスクを定量的に評価し，長期間の設備維持にかかる各
方式の保全費用を推定し，保全費用の最小化に関する検討結果につ
いて述べている． 
23 著者 酒井信介 
文献名 リスクベースメンテナンスによる保全計画の合理化  
出展 オペリーションズ・リサーチ, Vol.57, No.9, pp.493-499, Sep.2012. 
概要 プラントを代表する機械設備のメンテナンスに関して，コストと
安全性の両方を考慮して設備保全の優先順位を判断する RBM（リ
スクベースメンテナンス）の背景，今日までの産業界における動向，
考え方，具体的な手法について述べている． 
24 著者 酒井信介 
文献名 リスクに基づくメンテナンス 
出展 JR EAST Technical Review No.32， 
http://www.jreast.co.jp/development/.../Tech-32-01-04.pdf 
概要 機械設備に関するメンテナンスの流れ，RBM（リスクベースメン
テナンス）の考え方，必要性について述べている．また，RBM の
鉄道設備のメンテナンスへの適用の展望について述べている．  
25 著者 田村兼吉 
文献名 "Risk-Based Inspection and Risk-Based Maintenance"， 
リスクベースインスペクション（RBI）とリスクベースメンテナン
ス（RBM） 
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出展 独立行政法人 海上技術安全研究所報告，Vol.8, No.4，pp.415-419, 
Mar.2009． 
概要 メンテナンスを効率的に行うには，人・物・金といった資源を適
切に配分することが求められる．対象とするシステムが大規模かつ
複雑になると，考慮すべき劣化・故障モードが多数におよび，夫々
の重要度やメンテナンス効果の評価が難しくなる．近年，石油精
製・石油化学を中心として，欧米において開発・応用が進められて
いる RBM について述べられている． 
26 著者 中野大亮 
文献名 次世代メンテナンスのあり方 
出展 株式会社ローランド・ベルガー, マネジメント・ニューズレター, 
視点 106 号, Jun.2015， 
http://www.rolandberger.co.jp/media/pdf/Roland_Berger_Shiten106  
_20150629.pdf 
概要 設備保全の変遷について示すとともに，アベイラビリティ・信頼
性・ライフサイクルコスト（LCC）などを考慮した保全手法の導入
により，大幅な保全コストの削減を実現した事例紹介と，保全コス
ト削減を実現するための，戦略面・インフラ面のポイントを述べて
いる． 
27 著者 石村惠以子，森 有司，松井 裕 
文献名 "Study on Application of Risk-based Maintenance to Marine Diesel 
Engine"， 
舶用ディーゼルエンジンへのリスクベースメンテナンス適用の研
究 
出展 海上技術安全研究所報告，第 13 巻，第 4 号，特集号（平成 25 年
度）基調論文 
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概要 舶用ディーゼルエンジンの検査方法の最適化に関する検討と，実
際に船齢により検査内容の組合せを変更することで検査の効率化
を実現した事例を紹介している．舶用ディーゼルエンジンの損傷デ
ータから故障傾向分析を行い，船齢とリスクベースメンテナンスを
適用した点検項目の最適な組合せにより，製造 11 年未満で保守条
件を満たすエンジンの点検間隔の延伸が可能なことを述べている． 
28 著者 伊藤嘉博 
文献名 "品質コストマネジメントシステムの構築と戦略的運用" 
出展 日科技連出版社, 2005. 
概要  品質コストが①予防コスト，②評価コスト，③内部失敗コスト，
④外部失敗コストから構成されることを提案している．①と②は利
益を生み出すための経費（＝原価），③と④は利益に直接結びつか
ない支出（＝損失）と定義している．  
現在の日本企業は①②のを削減に注力するあまり品質が低下し，
リコール問題が発生し企業イメージが低下するため，本来獲得すべ
き利益が得られないことを示している．そこで，著者はこれまで日
本企業があまり考慮してこなかった③④削減の重要性に注目し，見
える化が難しいながらも③④の見える化にむけた努力，そして③④
を常に意識することで，新たなリスクの発生を防止させ，企業の収
益を確保することの重要性について述べている． 
29 著者 国土交通省 道路局 都市・地域整備局  
文献名 費用便益分析マニュアル＜連続立体交差事業編＞  
出展 http://www.mlit.go.jp/road/ir/ir-hyouka/manual_2.pdf 
概要 連続立体交差事業の費用対効果を，新規評価時・再評価時・事後
評価時の各段階で評価する際に使用される評価指標について述べ
ている．踏切除去による経済効果の評価指標も含まれている． 
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30 著者 平栗滋人 
文献名 "A Method for Evaluating the Structure of Railway Signalling System  
Based on RAMS Indicators"， 
RAMS 指標による鉄道信号システム構成の検討手法  
出展 電子情報通信学会技術研究報告，ディペタブルコンピューティン
グ，Vol.108，No.352，pp.39-44，Dec 2008． 
概要 RAMS 国際規格の各指標に対する，バランスの優れた低コストな
鉄道信号システム構築手法の提言が求められている．本論文では，
RAMS の中のアベイラビリティに関する評価手法が提案されてい
る．具体的には，本来運転できた列車本数と故障発生中の列車本数
との差に運賃や故障発生率を掛け合わせ，各機器が故障した場合に
列車運行におよぼす影響をコスト（損失）に換算する手法の提言で
ある．シミュレーションは，将来主流になると想定される無線制御
の信号システムを事例とした検証事例を述べている． 
31 著者 一般財団法人 運輸政策研究機構 
文献名 鉄道施設のアセットマネジメント  
出展 www.jterc.or.jp/topics/josei_shinpo3.14/6_iji_kanri.pdf  
概要 鉄道施設（トンネル，橋梁）への，欧米の道路事業を中心に開発・
運用されているアセットマネジメントの導入の可能性に関する検
証，および検証の結果，保守計画や施策計画などに適用できる可能
性があることを述べている． 
32 著者 福田光芳，渡辺郁夫，寺田夏樹，島添敏之，奥谷民雄  
文献名 "A Study of Railway Signaling System Design Method through Re-
quirement Analysis and Integrated Life Cycle Cost Evaluation"， 
 要求分析と統合的ライフサイクルコスト評価に基づいた鉄道信
号システム構築手法の検討 
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出展 電気学会論文誌Ｄ，産業応用部門誌，Vol.125，No. 7，pp.681-690， 
Oct 2005． 
概要 鉄道信号システムに関してこれまで個々に評価してきた様々な
手法に対し，新たに鉄道信号システム全体を見渡した要求分析と統
合的なシステム評価について述べている．具体的には，新幹線信号
システムに関する統合的ライフサイクルコスト（建設・保守コスト
および可用性）に関する提案である．特に可用性については，設備
故障の発生確率と設備故障に伴う列車運行の総遅延時分から影響
値を算出し，故障率と列車運行の実際の影響とが異なる概念である
ことを述べている．そして，今後の整備新幹線の建設計画において
は，建設コストが従来と同等，かつ保守コスト（点検コスト）が低
減可能，および設備故障時の影響が半減可能な単線並列機能を持つ
ことの有効性について述べている． 
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